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はじめに 
 
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構においては、被評価プロ

ジェクトごとに当該技術の外部専門家、有識者等によって構成される研究評価

分科会を研究評価委員会によって設置し、同分科会にて被評価対象プロジェク

トの研究評価を行い、評価報告書案を策定の上、研究評価委員会において確定

している。 
 
本書は、「次世代高度部材開発評価基盤の開発」の事後評価報告書であり、第

１８回研究評価委員会において設置された「次世代高度部材開発評価基盤の開

発」（事後評価）研究評価分科会において評価報告書案を策定し、第２３回研究

評価委員会（平成２１年１０月２９日）に諮り、確定されたものである。 
 
 
 

平成２１年１０月 
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

研究評価委員会 
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審議経過 
 
● 現地調査会（平成２１年８月１０日） 

次世代半導体材料技術研究組合（CASMAT）（東京都国分寺市） 
 
● 第１回 分科会（平成２１年８月２０日） 

公開セッション 
１．開会、分科会の設置、資料の確認 
２．分科会の公開について 
３．評価の実施方法について 
４．評価報告書の構成について 
５．プロジェクトの概要説明 
６．プロジェクトの詳細説明 
  6.1 研究開発成果について 

非公開セッション 
  6.2 実用化、事業化の見通しについて 
７．全体を通しての質疑 

公開セッション 
８．まとめ・講評 
９．今後の予定、その他、閉会 

 
● 第２３回研究評価委員会（平成２１年１０月２９日） 
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評価概要 

 
１．総論 
１）総合評価 
半導体デバイスの多層配線形成工程からパッケージ工程までの部材評価はこ

れまで個別のデバイスメーカが実施してきたが、日本が世界に先駆け、これを

材料メーカにおける材料開発の段階で可能としたことは半導体産業全体の開発

効率化に大きく寄与するものである。また、研究開発経費の削減と研究開発期

間の短縮に大きな効果が得られ、当該分野への新規材料メーカ参入のハードル

を下げ、技術者教育・人材育成に貢献したと高く評価する。さらに、標準的な

実機でのデータ取得とデータ信頼性向上に寄与し、デバイス企業出身者が加わ

っていることで実質的にコンサルタント機能を果たしている点でも評価する。 
しかし、Low-k（低誘電率）材料の評価については、部材評価データと物性と

の間の関連づけが必ずしも十分でなく、現段階では、塗布 Low-k 膜の実用化へ

の見通しが得られていない。 
従来、新材料導入など先行開発を担ってきた国内デバイスメーカが、その役

割を果たせなくなってきている中で、日本が強みを持つ半導体関連材料産業を

維持発展させるためには、このような材料評価の事業の役割は大変重要で、今

後この仕組みを維持していく必要がある。 
 
２）今後に対する提言 
微細化のみの事業前提は今後見直す必要があり、後継プロジェクト（CASMAT 

Ⅲ）に反映して欲しい。ひたすらに微細化が進むという前提はぜひ是正しない

といけない。 
今後の成果拡大には装置メーカの次世代半導体材料技術研究組合（CASMAT）

への参加も必要と考えられる。 
CASMAT のような材料評価センターの活動は短期で終わるべきものでなく、

CASMAT を継続的に維持活用できるような「常設機関化」を考える段階であろ

う。CASMAT が、それこそ海外の材料メーカに代わって全部評価する位の機関

になれば素晴らしい。 
 
２．各論 
１）事業の位置付け・必要性について 
材料メーカ中心に CASMAT を組織し、世界に先駆けて材料評価センター機能

の充実と評価基盤の構築を果たした意義は大きい。材料産業は川上産業であり、
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少数の民間企業のみで高額なインフラを整備することは難しく、国家戦略とし

ての CASMAT 事業の公共性と必要性は高いと言える。また、本事業の期間にお

いて、パッケージ工程に対する影響の評価を追加したことによって、評価のし

くみとしての厚みが大きく増した。さらに、材料メーカ技術者が、TEG（Test 
Element Group）とその評価方法を理解した点は今後の技術開発にとって極め

て有用である。 
しかし、Cu/Low-k を量産使用しているデバイスメーカの割合は残念ながら海

外が多く、本評価基盤がそれらの要求をも含めてどれだけ汎用性の高いもので

あるか、将来にわたりそれをどのように担保するか、十分な目配りが必要と考

える。 
 
２）研究開発マネジメントについて 
多種多様な企業や競合企業を CASMAT として取り纏めることができ、各参加

企業が機密を保持しつつ、自社がどの位置にいるかのベンチマークを可能にし

たことを非常に高く評価する。また、インフラ整備や TEG 開発により、材料メ

ーカとデバイスメーカとの間の技術障壁が非常に低くなったと評価する。パッ

ケージ工程に至るまでの材料評価を可能とするなど、波及効果の極めて大きい

目標を設定し、これを確実に実現したことも高く評価できる。さらに、TEG の

信頼性を始め、本プロジェクトの成果の妥当性を保証しているのは、ライン維

持ならびにプロセス開発を行っているデバイスメーカ出身者の実力に依存する

ところが大きい。半導体材料の開発にデバイスメーカ出身者の参加が可能にな

ったのは、NEDO の開発プロジェクトならではのことである。 
しかし、現在は微細化軸に重心を置いた開発・評価となっているが、デバイ

スの世界は多様化軸にも開発が広がりつつあり、この動きを睨んだ部材評価基

盤の提案があっても良いであろう。さらに、当該分野への新規参入材料メーカ

の参加メリットが大きい反面、既参入材料メーカに対するメリットが必ずしも

明確でない。 
 
３）研究開発成果について 
先端プロセスを確立し、パッケージ工程までの一貫した部材評価を可能とし

た点を高く評価する。また、TEG による評価データを参加企業に公開する方法

が工夫されており、データを有効に活用できる点も評価できる。さらに、参加

企業の研究者に対するプロセス並びに評価の技術トレーニングも行われている

ので、個別の部材評価結果が単なる良し悪しのデータではなく、何故そのよう

に評価されるのかが理解できるようになっており、その後の改善・開発に繋が

るスキームが出来上がっている。いずれの目標値も全てクリアされている。 

5 
 



しかし、Low-k 材料に関しては、現在の業界標準である CVD 膜と、本プロジ

ェクトで検討した塗布膜及び CVD 膜とのベンチマークが十分であるとは言え

ない。また、国際的認知度を高めることや、国際標準化へ向けて活動すること

が必要である。CASMAT のような材料評価センターの活動は短期で終わるべき

ものではなく、企業化も含めた将来構想を検討することが重要である。 
 
４）実用化、事業化の見通しについて 

CASMAT を利用したことによって、市場参入までの期間の短縮化と売り上げ

増が実現された。また、各材料に対するベンチマークがほぼ明確になり、得ら

れたデータが、各参加企業における技術判断／経営判断に反映されている。さ

らに、次世代を担うと期待される材料の評価データを CASMAT のお墨付きとし

て各参加企業がユーザー企業に提供し、それをユーザー企業が高く評価しつつ

ある。 
しかし、CASMAT としては、材料メーカとデバイスメーカとの橋渡し機能を

持つ必要がある。また、半導体産業は今や、世界の 8 割以上を海外企業が占め

ており、海外にも CASMAT の評価システムとそのデータの有効性をもっとアピ

ールすべきである。さらに、現段階では、塗布 Low-k 膜の実用化への見通しが

得られていない。 
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研究評価委員会におけるコメント 

 
第２３回研究評価委員会（平成２１年１０月２９日開催）に諮り、了承され

た。研究評価委員会からのコメントは特になし。 
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第 1章 評価 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
この章では、分科会の総意である評価結果を枠内に掲載している。なお、枠

の下の「○」「●」「・」が付された箇条書きは、評価委員のコメントを原文の

まま、参考として掲載したものである。 
 
 

 
 



１．プロジェクト全体に関する評価結果 
１．１ 総論 
１）総合評価 
半導体デバイスの多層配線形成工程からパッケージ工程までの部材評価はこ

れまで個別のデバイスメーカが実施してきたが、日本が世界に先駆け、これを

材料メーカにおける材料開発の段階で可能としたことは半導体産業全体の開発

効率化に大きく寄与するものである。また、研究開発経費の削減と研究開発期

間の短縮に大きな効果が得られ、当該分野への新規材料メーカ参入のハードル

を下げ、技術者教育・人材育成に貢献したと高く評価する。さらに、標準的な

実機でのデータ取得とデータ信頼性向上に寄与し、デバイス企業出身者が加わ

っていることで実質的にコンサルタント機能を果たしている点でも評価する。 
しかし、Low-k（低誘電率）材料の評価については、部材評価データと物性と

の間の関連づけが必ずしも十分でなく、現段階では、塗布 Low-k 膜の実用化へ

の見通しが得られていない。 
従来、新材料導入など先行開発を担ってきた国内デバイスメーカが、その役

割を果たせなくなってきている中で、日本が強みを持つ半導体関連材料産業を

維持発展させるためには、このような材料評価の事業の役割は大変重要で、今

後この仕組みを維持していく必要がある。 
 
〈肯定的意見〉 
○ 研究開発経費の削減と研究開発期間の短縮に大きな効果が得られた。 
○ 当該分野への新規参入のハードルを下げ、技術者教育・人材育成に貢献し

た。 
○ 標準的な実機でのデータ取得とデータ信頼性向上に寄与した。 
○ デバイス企業出身者が加わっていることで実質的にコンサルタント機能

を果たしている。 
○ デバイス工程からパッケージ工程を含めた材料評価はこれまで個別のデ

バイスメーカが実施してきたが、これを材料開発の段階で可能としたこと

は半導体産業全体の開発効率化に大きく寄与するものである。 
○ 半導体産業・半導体製造装置産業と同様に半導体材料産業においても資本

集約の波が押し寄せており、開発費用の負担が死命を制する可能性も想定

される。先行プロジェクトも含めた本プロジェクトはその部分を強く支援

するものであり、半導体産業への寄与というだけでなく、日本の半導体材

料産業の今日ならびに将来の地位確保に多大な貢献をしている。 
○ 標準的な実機でのデータ取得とデータ信頼性向上に寄与し、研究開発経費

の削減と研究開発期間の短縮に大きな効果が得られた。 
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○ プロセスラインを完備したことで実質的にコンサルタント機能を果たし

ている。 
○ 電子材料が日本の生命線であることは間違いなく、次世代に向けての開発

評価基盤を整備するという点で意味がある。競合メーカを上手く纏め上げ

て共通課題を解決するという手法および努力については、高く評価したい。 
○ 第二期の事業期間において、パッケージ工程に対する影響の評価を追加し

たことによって、評価のしくみとしての厚みが大きく増した。 
○ 参加企業がこの組合に参加したことに対して満足度が高く、かつ短期間に

上市を行えるまでの企業成果（実用化・製品化）があった。 
 
〈問題点・改善すべき点〉 
● 材料評価データと物性との間の関連づけが必ずしも十分ではない。 
● 現段階では、塗布 Low-k 膜の実用化への見通しが得られていない。 
● 当該分野への新規参入企業の参加メリットが大きい反面、既参入企業に対

するメリットが必ずしも明確でない。 
● プロセスラインの安定性について、若干の問題があるかもしれない。 
● 材料評価データと物性との間の関連づけが必ずしも十分ではない。「学」

との連携が必要であろう。 
● 公的な資金を仰いでいるのであるから、中小規模の企業も参加が可能なよ

うな何らかの仕組みを考えるべきと考える。 
● 当該分野への新規参入企業の参加メリットが大きい反面、既参入企業に対

するメリットが必ずしも明確でない印象がある。 
 
〈その他の意見〉 
・ 本開発は名称どおり「評価基盤」開発を目的とするものであるので、それ

を利用する参加メンバーの満足度、あるいはプロジェクト継続に対する期

待度こそが第一義的な評価の指標である。その点で、参加者全員が成果に

満足しており、かつ相当の負担にもかかわらず特殊事情を除いて後継プロ

ジェクトへの継続的参加を表明していることから、本プロジェクトは所期

の目的を十分に果たしていると言ってよい。 
・ 高度部材を扱う会社は、異業種からも多く参入しており、このリストにあ

る参加または見学したカンパニー以外のところにもっと積極的に声をか

けるべきであった。中小企業が含まれていないことも課題だろう。 
・ 従来、新材料導入など先行開発を担ってきた国内デバイスメーカが、その

役割を果たせなくなってきている中で、日本が強みを持つ半導体関連材料

産業を維持発展するためには、CASMAT 事業の役割は大変重要で、今後
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この仕組みを維持していく必要がある。 
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２）今後に対する提言 
微細化のみの事業前提は今後見直す必要があり、後継プロジェクト（CASMAT 

Ⅲ）に反映して欲しい。ひたすらに微細化が進むという前提はぜひ是正しない

といけない。 
今後の成果拡大には装置メーカの次世代半導体材料技術研究組合（CASMAT）

への参加も必要と考えられる。 
CASMAT のような材料評価センターの活動は短期で終わるべきものでなく、

CASMAT を継続的に維持活用できるような「常設機関化」を考える段階であろ

う。CASMAT が、それこそ海外の材料メーカに代わって全部評価する位の機関

になれば素晴らしい。 
 
〈今後に対する提言〉 
・ 装置メーカの参加が、今後の成果拡大には必要と考えられる。 
・ 微細化のみの事業前提は今後見直す必要がある。 
・ 今後も MIRAI プロジェクト等との連携を強化する必要がある。 
・ 当初導入した装置がそろそろ陳腐化し始める頃と思われるが、先端を追求

するには設備・装置の継続的更新に対する投資が不可欠と考える。現有資

産でどこまでやるのか、次世代に向けた投資を新たに行うのか、他コンソ

ーシアムと先端資産を共有するのかなど、開発推進者全体での議論の必要

があるものと考える。 
・ 今後も MIRAI プロジェクト等との連携を強化することが重要である。 
・ CASMAT の運動論は、有限で終わらせては意味がない。この後、CASMAT

Ⅲが 2012 年まで継続されるが、その後については官民共同出資会社とし

て継続性を持たせ、一企業として事業運営に乗り出すべきである。 
・ 認知度と信用をより高めるために、主要な学会等での成果発表のさらなる

促進、標準化活動が必要と思われる。 
・ 参加費を安くして参加企業を増やして CASMAT を継続・発展させるため

に、更なるコスト構造の改革が必要と考える。特に固定費（先端の製造装

置を CASMAT だけで保有・維持すること）を削減する方法を考えてもら

いたい。 
 
〈その他の意見〉 
・ 装置の稼働率に余裕があるとのこと。会費低減により参加者を増やすほか

に、NEDO の他のプロジェクトの業務を一部受託するとか、会員外企業

等の製造技術トレーニングを有償で引き受けるなど、装置の有効活用をは

かり維持費負担を少しでも減らすとともに、CASMAT の存在価値を外部

1-4 
 



に知らしめるための一層の努力をしては如何かと思う。 
・ せっかく出来上がった評価基盤であり、材料メーカだけではなく関連する

様々な業界や研究機関にとっても有効であると考えられるので、これを継

続的に維持活用できるような「常設機関化」を考える段階ではないか。ま

た、材料メーカの研究員にとっての教育的効果が高かったとのことである

ので、学生の実習等、広く理工系専門教育の場としての活用も考えて欲し

い。 
・ 前工程での微細化コストの高騰を受けて、後工程開発強化の機運が高まっ

ている。米・欧・韓・台にはパッケージ技術の開発を行っている研究機関

が存在するが、国内には存在しない。CASMAT という組織を母体とする

ことは困難だと思われるが、この評価基盤を活用した組織だった開発が行

われてもよいと考える。 
・ NEDO 全般のプロジェクトにも言えることであるが、如何せん事業予算

が少なすぎる。もっと国は金を出すべきである。政府には、次世代を担う

プロジェクトには金を惜しむな、と言いたい。 
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１．２ 各論 
１）事業の位置付け・必要性について 
材料メーカ中心に CASMAT を組織し、世界に先駆けて材料評価センター機能

の充実と評価基盤の構築を果たした意義は大きい。材料産業は川上産業であり、

少数の民間企業のみで高額なインフラを整備することは難しく、国家戦略とし

ての CASMAT 事業の公共性と必要性は高いと言える。また、本事業の期間にお

いて、パッケージ工程に対する影響の評価を追加したことによって、評価のし

くみとしての厚みが大きく増した。さらに、材料メーカ技術者が、TEG（Test 
Element Group）とその評価方法を理解した点は今後の技術開発にとって極め

て有用である。 
しかし、Cu/Low-k を量産使用しているデバイスメーカの割合は残念ながら海

外が多く、本評価基盤がそれらの要求をも含めてどれだけ汎用性の高いもので

あるか、将来にわたりそれをどのように担保するか、十分な目配りが必要と考

える。 
 
〈肯定的意見〉 
○ 世界に先駆けて、材料メーカ中心に技術研究組合を組織し、材料評価セン

ター機能の充実と評価基盤の構築を果たした意義は大きい。 
○ インフラ整備や TEG 開発により、材料メーカとデバイスメーカとの間の

技術障壁を非常に低くした。 
○ 材料メーカ技術者が、TEG とその評価方法を理解した点は今後の技術開

発にとって極めて有用である。 
○ 材料産業は川上産業であり、半導体産業や電子産業への影響が大きいが売

り上げ規模は小さいので、少数の民間企業のみで評価設備を持つことは難

しく、国家戦略として CASMAT の事業の公共性と必要性は高い。 
○ 第二期の事業期間において、パッケージ工程に対する影響の評価を追加し

たことによって、評価のしくみとしての厚みが大きく増した。 
○ Cu/Low-k あるいは High-k/Metal Gate といわれるように、現在の半導体

開発は材料開発と同値であるといって過言ではない。その意味で材料開発

の基盤を整備する本プロジェクトは、今後の日本の先端産業育成政策に資

するものである。 
○ 参加企業は大手化学会社とはいえ、それぞれの半導体材料部門の規模は全

体からみると必ずしも大きくはなく、その開発費も同様である。それだけ

に、これだけの開発環境を整備することはこれら企業の経済的開発負担を

大きく軽減し、またこの開発環境から生まれた知的財産がこれら企業の国

際競争力維持強化に大いに貢献している。 
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○ 国内の電子材料産業は、売り上げベースでピーク 8 兆円を超えており、日

本の半導体生産 7 兆円を超えている。世界でもっとも競争力のある電子材

料産業の次世代の開発評価基盤を整えるという意味で、このプロジェクト

が寄与したことは間違いない。 
 
〈問題点・改善すべき点〉 
● ナノテク・部材イノベーションプログラム、エネルギーイノベーションプ

ログラム及びＩＴイノベーションプログラムの目標を明確にする事。 
● 本プロジェクトの目的が「開発評価基盤の開発」であることから、どうし

ても学会発表による関連分野、特に外国へのアピールの機会が少なく、知

名度が上がっていない。 
● 半導体材料産業だけの閉ざされたプロジェクトであるが、得られた成果を

みると当該産業だけに有効なものではないようである。成果が新鮮なうち

に第三者が活用できるよう、NEDO として検討して欲しい。 
● この事業の位置づけをナノテクの発展や、エネルギーイノベーションにつ

なげられるという位置づけはまったくもって強引であり、事業目的の正当

性を持たない。この位置づけは改善した方が良い。 
 
〈その他の意見〉 
・ 先端開発においては投資の陳腐化速度速い。本プロジェクトが現時点で成

功を見ているのは当初の大胆な投資によるものであるが、それを維持する

ためには継続的投資が必要である。この点についての政策的支援が必要と

考える。 
・ Cu/Low-k を量産使用しているデバイスメーカの割合は残念ながら海外が

多い。本評価基盤がそれらの要求をも含めてどれだけ汎用性の高いもので

あるか、将来にわたりそれをどのように担保するか、十分な目配りが必要

と考える。 
・ この開発の前提条件となっている半導体のナノプロセスへの進展にはか

なりの疑問がある。すでに現状のナノプロセスで、PC、携帯、デジタル

家電はまったく困っていない。極端に言えば、一体だれが 22nm プロセス

を使うのか。ハードではなくソフトで達成できることが多いことにもよく

留意した方が良いだろう。 
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２）研究開発マネジメントについて 
多種多様な企業や競合企業を CASMAT として取り纏めることができ、各参加

企業が機密を保持しつつ、自社がどの位置にいるかのベンチマークを可能にし

たことを非常に高く評価する。また、インフラ整備や TEG 開発により、材料メ

ーカとデバイスメーカとの間の技術障壁が非常に低くなったと評価する。パッ

ケージ工程に至るまでの材料評価を可能とするなど、波及効果の極めて大きい

目標を設定し、これを確実に実現したことも高く評価できる。さらに、TEG の

信頼性を始め、本プロジェクトの成果の妥当性を保証しているのは、ライン維

持ならびにプロセス開発を行っているデバイスメーカ出身者の実力に依存する

ところが大きい。半導体材料の開発にデバイスメーカ出身者の参加が可能にな

ったのは、NEDO の開発プロジェクトならではのことである。 
しかし、現在は微細化軸に重心を置いた開発・評価となっているが、デバイ

スの世界は多様化軸にも開発が広がりつつあり、この動きを睨んだ部材評価基

盤の提案があっても良いであろう。さらに、当該分野への新規参入材料メーカ

の参加メリットが大きい反面、既参入材料メーカに対するメリットが必ずしも

明確でない。 
 
〈肯定的意見〉 
○ 多種多様な企業や競合企業を技術研究組合として取り纏めることができ

た。 
○ 各参加企業の機密は保持しつつ、ベンチマークが可能なシステムを構築し

た。 
○ パッケージ工程に至るまでの材料評価を可能とするなど、波及効果のきわ

めて大きい目標を設定し、これを確実に実現したことは高く評価できる。

現にパッケージ技術は多方面で開発が強化されているところであり、その

評価基盤ができたことは時宜を得たものといえる。 
○ 本プロジェクト参加企業のほぼ全員が後継プロジェクトへの継続参加を

決めており、この点からも現在の事業体制が強く支持されていることが理

解できる。 
○ 先行プロジェクトにおける BEP 材料評価、本プロジェクトでのパッケー

ジ工程への拡張、さらには後継プロジェクトでの FEP までの遡及と、過

去の技術蓄積をベースに半導体プロセス全般にかかる評価基盤を着々と

確立しつつあり、一貫評価体制ができることにより材料開発が一変する可

能性がある。 
○ TEG の信頼性を始め、本プロジェクトの成果の妥当性を保証しているの

は、ライン維持ならびにプロセス開発を行っているデバイスメーカ出身者
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の実力に依存するところが大きい。半導体材料の開発にデバイスメーカ出

身者の参加が可能になったのは、NEDO の開発プロジェクトならではの

ことである。 
○ この研究開発については、業界で使われている標準的な装置を使ってあら

ゆる実証実験が繰り返されたという点が、実用性という点で大いに評価で

きる。つまり、すぐにも使える技術を各社が共有することになる。 
○ BEOL を中心とした材料評価に絞った点は、的を得ていた。特に CMP で

は参加企業で実用化に繋がった。 
 
〈問題点・改善すべき点〉 
● 国からの予算は十分とは言えない。 
● 現在は微細化軸に重心を置いた開発・評価となっているが、デバイスの世

界は多様化軸にも開発が広がりつつある。この動きを睨んだ材料評価基盤

の提案があってもよいであろう。 
● わが国の材料メーカの競争力を確保は、幅広い産業分野に影響を与えるた

めに重要と考えるが、国からの予算は十分とは言えない。 
● 半導体のコア技術がひたすら微細化、膨大な設備投資という方向に向かわ

ないことをあまり理解していないプロジェクトという点が問題である。時

代のキーワードは、グリーンニューディールに代表される徹底的な省エネ

ルギー、省コストにあるわけだから、開発の方向性にそれを反映させた方

が良い。 
● Low-k 材料に関して、現在の業界標準である CVD 膜の技術進展に対する

見込みが十分でなかったように思われる。 
 
〈その他の意見〉 
・ NEDO の一般的なプロジェクトはある特定技術課題の解決を目標とする

が、本プロジェクトは「技術基盤整備」そのものが目的であり、それに必

要な様々なツールの開発が目標であるので、従来の評価方法でマネジメン

トを評価するのは無理であろう。 
・ 海外を含めた他コンソーシアムにおける材料開発状況についても定期的

にベンチマークし、それらとの差別化を図っていくべきである。 
・ 研究開発チームは、いずれもアクティブな姿勢が感じられる。目標達成に

向けての意思が感じられる。 
・ 今後の塗布系の材料に関しては、CVD－Low-k との技術優位性の見極め、

ｋ値の目標値、エアーギャップ配線用の犠牲膜等の他の目標も検討の余地

がある。 
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３）研究開発成果について 
先端プロセスを確立し、パッケージ工程までの一貫した部材評価を可能とし

た点を高く評価する。また、TEG による評価データを参加企業に公開する方法

が工夫されており、データを有効に活用できる点も評価できる。さらに、参加

企業の研究者に対するプロセス並びに評価の技術トレーニングも行われている

ので、個別の部材評価結果が単なる良し悪しのデータではなく、何故そのよう

に評価されるのかが理解できるようになっており、その後の改善・開発に繋が

るスキームが出来上がっている。いずれの目標値も全てクリアされている。 
しかし、Low-k 材料に関しては、現在の業界標準である CVD 膜と、本プロジ

ェクトで検討した塗布膜及び CVD 膜とのベンチマークが十分であるとは言え

ない。また、国際的認知度を高めることや、国際標準化へ向けて活動すること

が必要である。CASMAT のような材料評価センターの活動は短期で終わるべき

ものではなく、企業化も含めた将来構想を検討することが重要である。 
 
〈肯定的意見〉 
○ 先端プロセスを確立し、さらにパッケージ工程までの一貫した材料評価を

可能とした。 
○ TEG による評価データを参加企業に公開する方法が工夫されており、デ

ータを有効に活用できる。 
○ 開発された TEG に対して、参加企業から高い評価が得られている。 
○ 参加企業の研究者に対するプロセスならびに評価の技術トレーニングも

行われているので、個別の材料評価結果が単なる良し悪しのデータではな

く、なぜそのように評価されるのかが理解できるようになっており、その

後の改善・開発に繋がるスキームが出来上がっている。 
○ 今回の開発プロジェクトは、いずれも目標値をすべてクリアしている。ま

た、各社のコストダウンに直結している。さらに言えば、各社が開発を続

けるべきかどうかの踏み絵としての貢献度もあったと思う。 
○ 第二期の事業期間において、パッケージ工程に対する影響の評価を追加し

たことによって、評価のしくみとしての厚みが大きく増した。 
○ TEG 内容に関して Selete との連携によって、OPC・ダミーパータン・デ

ータ率などを考慮した設計となっていた。TEG 内容は市販マスクに比べ

て充実していた。 
 
〈問題点・改善すべき点〉 
● 国際的認知度を高めることや、国際標準化へ向けた活動が必要である。 
● このような材料評価センター活動は短期で終わるべきものではなく、企業
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化も含めた将来構想を至急検討することが重要である。 
● 最大の問題は、材料評価方法や評価システムについての評価をしろという

のはかなり厳しい。具体的な数値で達成できたという代物ではなく、方法

論そのものを評価しろ、というのは評価委員にとってはきつい。 
● Low-k 材料に関して、現在の業界標準である CVD 膜と本プロジェクトで

検討した塗布膜と CVD 膜のベンチマークが足りなかった。 
 
〈その他の意見〉 
・ 海外ではデバイスメーカのエンジニアが材料メーカへ移動し、そのノウハ

ウが伝わっている。国内ではそれが困難であったが、今回材料メーカの研

究者が半導体デバイスの製造工程について学習することにより、同様のシ

ナジー効果が期待される。 
・ 仕方がないことであるが、各社とも提供する材料の中身を明らかにできな

いことで、このプロジェクトには限界性がある。もう少し分科会的な手法

をとって、人数と予算を増やし、個別材料の中身を明らかにしてもできる

テーマを考えた方が良い。 
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４）実用化、事業化の見通しについて 
CASMAT を利用したことによって、市場参入までの期間の短縮化と売り上げ

増が実現された。また、各材料に対するベンチマークがほぼ明確になり、得ら

れたデータが、各参加企業における技術判断／経営判断に反映されている。さ

らに、次世代を担うと期待される材料の評価データを CASMAT のお墨付きとし

て各参加企業がユーザー企業に提供し、それをユーザー企業が高く評価しつつ

ある。 
しかし、CASMAT としては、材料メーカとデバイスメーカとの橋渡し機能を

持つ必要がある。また、半導体産業は今や、世界の 8 割以上を海外企業が占め

ており、海外にも CASMAT の評価システムとそのデータの有効性をもっとアピ

ールすべきである。さらに、現段階では、塗布 Low-k 膜の実用化への見通しが

得られていない。 
 
〈肯定的意見〉 
○ CASMAT を利用したことによって、市場参入までの期間の短縮化と売り

上げ増が実現された。 
○ 各材料に対するベンチマークが明確になった。 
○ 得られたデータが、各参加企業における技術判断／経営判断に反映されて

いる。 
○ 各社が次世代を担うと期待する材料の評価データをCASMATのお墨付き

として提供し、ユーザー企業がそれを高く評価するという点でこの運動論

は大成功であった。それゆえに、CASMAT データが継続性を持つことが

肝要で、やはり最終的にはカンパニーとして運営すべきだろう。 
○ 半導体産業や電子産業の川上産業である材料産業の研究開発や人材育成

を促進し、波及効果が大きい。 
○ 参加企業がこの組合に参加したことに対して満足度が高く、かつ短期間に

上市を行えるまでの成果（実用化・製品化）がＣＭＰ材料においてあった。 
○ Low-k 材料に関してもＵＶキュア開発とダメージ評価の仕組みによって、

新規参入企業とデバイスメーカーの関係構築ができていた。 
○ 従来に無い評価基盤が出来上がったこと、また参加企業の研究員に対する

プロセス・評価技術の教育ができたことなど、それ自体きわめて実用的な

成果といえるが、これらの成果が今後の材料開発に効果的に寄与すること

は想像に難くない。 
 
〈問題点・改善すべき点〉 
● プロジェクトに対する長期的視点や、継続性をどのように考えているかが
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明らかでない。 
● CASMAT として、材料メーカとデバイスメーカとの橋渡し機能を持つ必

要がある。 
● いまや半導体産業は、世界の 8 割以上を海外企業が占めており、国内メー

カーは 2 割のシェアも持っていない。海外にも CASMAT の評価システム

とそのデータの有効性をもっとアピールすべきである。 
● CASMAT の成果・存在意義を知らしめるためにも、TEG ならびに関連サ

ービスの外販など参加企業以外に向けたCASMAT自身による事業化に積

極的に取り組むべきである。 
● CASMAT の収入計画が立てられているがその過半は TEG サービスであ

る。しかしながら現在のような開発が継続されない限り提供できる製品・

サービスは陳腐化する一方であるので、予定通りに行くとは思えない。 
 
〈その他の意見〉 
・ 電子材料業界が史上最強の陣営を整える一方で、ニッポン半導体は史上最

弱の体たらくにあり、これが問題である。せっかく良い材料を開発しても、

それを皆海外メーカが使ってしまうのであれば、何の意味があるだろう。

つまりは、この成果の恩恵を受けるのは、実は海外メーカである。ここに

多くの問題がある。 
・ 従来の NEDO プロジェクトは開発成果を参加企業が持ち帰り実用化する

スキームであったが、本開発の場合はこの評価基盤を引き続き「活用する

こと」がそれに該当する。この点からも、この評価基盤の将来像を早いう

ちに確定すべきである。 
・ 材料開発は長期にわたるものであり、本プロジェクトの成果が参加企業の

業績に「直ちに」寄与するものとは考えられない。長期的な視点での評価

も必要である。 
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２．個別テーマに関する評価結果 
２．１ Low-k 材料のダメージ耐性評価方法の開発 
標準的な実機を完備することによって、データの信頼性、有用性が上がった

と言える。特に、UV キュア装置が導入されて、Low-k 材の特性改善評価ができ

るようになったことは、各参加企業の材料開発を大きく支援するものになった

と評価する。また、ＵＶキュアに関しては、プロセス開発的なところまで踏み

込んだことによって、ダメージ評価の厚みが増した。 
しかし、Low-k 材料に関しては、現在の業界標準である CVD 膜と、本プロジ

ェクトで検討した塗布膜及び CVD 膜とのベンチマークが十分であったとは言

えない。また、材料評価データと基礎物性との関連づけが希薄に感じられ、サ

イエンスに繋げるための産学連携の強化が必要である。 
バリア性を有するポリマー系の新規 Low-k によるソリューションは、有望な

技術であろうが、実用化への障害をより明確にする必要がある。 
 
〈肯定的意見〉 
○ 標準的な実機を完備することによって、データの信頼性、有用性が上がっ

た。 
○ 今回 UV キュア装置が導入され Low-k 材の特性改善評価ができるように

なったことは、各社の材料開発を大きく支援するものであった。 
○ 配線間のリーク電流を測定する多層配線による評価がきっちりと出てい

る点が、高く評価できる。CMP におけるｋ値変化が研磨圧力によるもの

ではないという点も新鮮だった。また、有機 Low-k を用いた多層配線プ

ロセスの提案は、アクティブなものとして評価できる。 
○ Selete との協調は有効である。 
○ ＵＶキュアに関して、プロセス開発的なところまで踏み込んだことによっ

て、ダメージ評価の厚みが増した。 
 
〈問題点・改善すべき点〉 
● 材料評価データと基礎物性との関連づけが希薄に感じられる。 
● サイエンスに繋げるための産学連携の強化が必要である。 
● Low-k 材料そのものの事業化について明確な方向性が見えず、課題として

残っている。このため、せっかく構築した評価基盤が今後とも有効に活用

されるのかどうか懸念される。 
● UV 照射が長いほど、ウエハーの反り返りが多いという点を発見している

が、どのくらいの照射時間が現実的に選択されているのかの説明がなかっ

た。また、90nm までは多層配線による評価ができているが、やはり 65nm
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以降の評価を早急に確立しなければ、世界の最先端で通用しない。 
● Low-k 材料に関して、現在の業界標準である CVD 膜と本プロジェクトで

検討した塗布膜と CVD 膜のベンチマークが足りなかった。 
 
〈その他の意見〉 
・ 低誘電率の材料をいくら上手く評価できても、現実的には半導体メーカの

多くは CVD でやっているため、この開発プロジェクトの成果はあったも

のの、Low-k 材料そのものが大きなマーケティングが獲れるかどうかはた

いへん疑問である。結局は、アプライドなど海外の CVD メーカにやられ

まくってしまうのではないだろうかと懸念する。 
・ 今後、塗布 Low-k 材料に関して、新たな k 値の目標値を設定し、

CVD-Low-k 膜との優位性を見極めていく必要がある。 
・ バリア性を有するポリマー系の新規 Low-k によるソリューションは有望

な技術に思えるが、実用化への障害をより明確にする必要がある。 
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２．２ 統合部材開発支援ツール(TEG)の開発 
TEG 開発プログラム及びその開発された TEG は高く評価できる。特に、CMP

（化学的機械的研磨）の平坦性評価用 TEG は、電気的に平坦性を評価できる点

が素晴らしい。デバイスメーカが基本的に必要とするデータを取得できる TEG
の開発は、材料開発を促進するとともに各デバイスメーカでの重複した評価を

不要とするなど、半導体産業全体で見た開発の効率化を実現するものである。 
しかし、TDDB（Time Dependent Dielectric Breakdown）の他に EM（エレ

クトロマイグレーション）など配線信頼性に対する評価の充実が望まれる。ま

た、材料物性に影響を与える因子の洗い出しが、必ずしも十分とは言えない。 
開発された TEG が材料評価の世界基準として認知されるよう広く PR すべき

であり、積極的に外販することで収益を上げることを考えて欲しい。 
 
〈肯定的意見〉 
○ TEG 開発プログラムおよびその開発された TEG は高く評価できる。 
○ この開発については、まったく文句がない。よくぞここまで作り上げた、

という感じがある。配線における断線や、ビアの導通不良を改善するマス

ク検証がほとんど完璧にできることで、多くの成果が上がった。 
○ 先端のデバイスサイズで評価の基盤となる標準プロセスを確立できた。 
○ 評価基準書を策定した。 
○ TEG 内容に関して Selete との連携によって、OPC・ダミーパータン・デ

ータ率などを考慮した設計となっていた。TEG 内容は市販マスクに比べ

て充実していた。 
○ TEG 内容充実と自動測定システムによる評価母数が多かったことで、ば

らつきや分布に関してもデータが取れていた。 
○ デバイスメーカが基本的に必要とするデータを取得できる TEG が開発さ

れたことは、材料開発を促進するとともに各デバイスメーカでの重複した

評価を不要とするなど、半導体産業全体で見た開発の効率化を実現するも

のである。 
 
〈問題点・改善すべき点〉 
● TDDB の他に EM など配線信頼性に対する評価の充実が望まれる。 
● 材料物性に影響を与える因子の洗い出しが、必ずしも十分とは言えない。 

 
〈その他の意見〉 
・ CMP の欠陥評価用 TEG は、電気的に平坦性を評価できるというところ

がすばらしい。 
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・ 評価基準作成の際に、今後もデバイスメーカ等とのすり合わせを行うこと

が必要である。 
・ 開発された TEG が材料評価の世界基準として認知されるよう広く PR す

べきであり、積極的に外販することで収益を上げることを考えてもよいで

あろう。 
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２．３ パッケージ工程までの一貫した材料評価方法の確立 
材料からパッケージ工程までの一貫した評価を、世界で初めて行った点は高

く評価できる。しかも、材料開発の段階でパッケージ工程での課題が判るよう

になったことは画期的であり、半導体業界全体として開発コストの低減につな

がるものである。 
しかし、パッケージ工程については、問題点を電気的・分析的に把握できる

評価システムの構築を期待する。特に、分析的な評価は大学との連携強化を望

む。また、ワイヤーボンド工程については、湿度特性や、引っ張りのメカニズ

ムなどまだ検証されていない点がある。 
多様なパッケージがあるため難しいであろうが、評価方法や基準の妥当性を

検証し、標準化を推進することが望ましい。 
 
〈肯定的意見〉 
○ 材料からパッケージ工程までの一貫した評価を、世界で初めて行った点は

高く評価できる。 
○ 材料開発の段階でパッケージ工程での課題が判るようになったのは画期

的であり、半導体業界全体として開発コストの低減につながるものである。 
○ ワイヤーボンドやフリップチップにおける標準機械を導入して材料評価

すれば、実践的であることは間違いない。多くの企業が報告していたよう

に、パッケージングまでのプロセスや機械はデバイスメーカはなかなか見

せてくれない。CASMAT においてそれを勉強できたというエンジニアは

多く、エデュケーションという点でもこれは評価できるだろう。 
 
〈問題点・改善すべき点〉 
● パッケージ工程はデバイスのアプリケーションによって多種多様である。

今回の評価で実施されたパッケージ手法が全体マーケットのどの部分を

カバーしているか、プロジェクト内部で議論されていることを期待する。 
● ワイヤーボンド工程における湿度特性や、引っ張りのメカニズムなどまだ

検証されていない点がある。 
● パッケージ工程における問題点を電気的・分析的に把握できる評価システ

ムの構築を期待する。 
● 分析的な評価は大学との連携強化を望む。 

 
〈その他の意見〉 
・ 今回評価方法が確立されたわけであるが、それによる実際の材料評価など

の結果が各社の技術資料や学会発表などに今後どのように具体的に活用
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されるのかについても注目すべきである。 
・ 前提条件として、ナノプロセスを想定しているが、今後の半導体の主力は

グリーンニューディール対応のパワーデバイスやアナログチップに移っ

ていく。もう少しこの分野を取り込むようなスタイルを検討した方が良い。 
・ 多様なパッケージがあるため困難と思うが、評価方法や基準の妥当性を検

証し、標準化を推進することが望ましい。 
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３．評点結果 
３．１ プロジェクト全体 

2.3 

2.5 

2.5 

3.0 

0.0 1.0 2.0 3.0 

４．実用化、事業化の見通し

３．研究開発成果

２．研究開発マネジメント

１．事業の位置付け・必要性

 
評価項目 平均値 素点（注） 

１．事業の位置付け・必要性について 3.0 A A A A A A 
２．研究開発マネジメントについて 2.5 A B B A A B 
３．研究開発成果について 2.5 A B A A B B 
４．実用化、事業化の見通しについて 2.3 B A B B B A 

（注）A=3，B=2，C=1，D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 
 
〈判定基準〉 
１．事業の位置付け・必要性について ３．研究開発成果について 
・非常に重要          →A
・重要             →B
・概ね妥当           →C
・妥当性がない、又は失われた  →D

・非常によい         →A
・よい            →B
・概ね妥当          →C
・妥当とはいえない      →D

２．研究開発マネジメントについて ４．実用化、事業化の見通しについて

・非常によい          →A
・よい             →B
・概ね適切           →C
・適切とはいえない       →D

・明確            →A
・妥当            →B
・概ね妥当であるが、課題あり →C
・見通しが不明        →D

平均値 
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３．２ 個別テーマ 
 
３．２．１ Low-k 材料のダメージ耐性評価方法の開発 

1.8 

1.8 

0.0 1.0 2.0 3.0 

 
平均値 

３．２．２ 統合部材開発支援ツール(TEG)の開発 

2.8 

3.0 

0.0 1.0 2.0 3.0 

 
平均値 

 

３．２．３ パッケージ工程までの一貫した材料評価方法の確立 

2.5 

2.7 

0.0 1.0 2.0 3.0 

 
平均値 
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個別テーマ名と評価項目 平均値 素点（注） 
３．２．１ Low-k 材料のダメージ耐性評価方法の開発 
 １．研究開発成果について 1.8 B C C A A C
 ２．実用化、事業化の見通しについて 1.8 B B C B B B
３．２．２ 統合部材開発支援ツール(TEG)の開発 
 １．研究開発成果について 3.0 A A A A A A
 ２．実用化、事業化の見通しについて 2.8 A A B A A A
３．２．３ パッケージ工程までの一貫した材料評価方法の確立 
 １．研究開発成果について 2.7 A B A A A B
 ２．実用化、事業化の見通しについて 2.5 B A B B A A
（注）A=3，B=2，C=1，D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 

 

 

〈判定基準〉 
１．研究開発成果について ２．実用化、事業化の見通しについて

・非常によい          →A
・よい             →B
・概ね適切           →C
・適切とはいえない       →D

・明確            →A
・妥当            →B
・概ね妥当であるが、課題あり →C
・見通しが不明        →D
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第２章 評価対象プロジェクト 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 



１．事業原簿 
次ページより、当該事業の事業原簿を示す。 
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概 要 
最終更新日 平成２１年６月１９日 

プログラム（又は施

策）名 
ナノテク・部材イノベーションプログラム・エネルギーイノベーションプログラム・ＩＴイノベーションプログラム

プロジェクト名 次世代高度部材開発評価基盤の開発 プロジェクト番号 Ｐ０６０３３ 

担当推進部/担当

者 

ナノテクノロジー・材料技術開発部 担当者氏名岡部豊（2009 年 7 月現在） 

ナノテクノロジー・材料技術開発部 担当者氏名西木玲彦（2005 年 7 月～2008 年 3 月） 

０．事業の概要 

本プロジェクトでは最適統合させた半導体バックエンド部材開発評価の基盤整備を行う。本研究開発によ

り、回路の消費電力低減に必要な配線形成用各種材料等の開発のネックとなっている微細環境下のナノレ

ベルでの材料間の相互影響まで評価可能な統合部材開発支援ツール(TEG)を開発し、情報通信機器の高

機能化、低消費電力化等の要求を満たす半導体集積回路用材料の開発基盤技術の構築ならびに半導体

に適用する部材の統合的ソリューションを提案する。 

Ⅰ．事業の位置付

け・必要性につ

いて 

 

微細化が進む半導体分野では、部材、製造装置、半導体プロセスの個別開発による半導体製品の性能向

上は限界に来ている。部材開発においても、製造装置やプロセスを含めた全体を最適統合して高性能化す

る課題解決型の開発が必要となっている。本事業では、半導体バックエンド以降の部材開発を強化、加速

するため、部材を最適統合して評価できる評価基盤を開発し、整備する。本評価基盤は、新規部材を最先

端の半導体バックエンドプロセスおよびパッケージプロセスに投入し、ナノレベルでの材料間の相互影響等

を評価して部材の課題を抽出し、部材、装置、プロセスにフィードバックすることにより、部材開発を加速す

る。また高精度、高感度な評価を行うため、統合部材開発支援ツールとしての TEG(Test Element Group)を

開発する。さらに、本評価基盤の整備により、新たな部材を用いた半導体プロセスの統合部材ソリューショ

ン(部材とプロセス相互の影響をも考慮して、部材の性能と機能を十分に発揮させる最適な半導体プロセス)

を開発することが可能となり、その提案を行う。これにより、情報通信機器の高機能化や低消費電力化の要

求を満たす半導体集積回路への新規部材の実用化を促進することができる。 

Ⅱ．研究開発マネジメントについて 

 

 
事業の目標 

①「半導体デバイスにおける多層配線の評価技術とパッケージ工程までの一貫した評価基盤の確立」 

（１）Low-k 材料のダメージ耐性評価方法の開発 

（２）統合部材開発支援ツール(TEG)の開発 

（３）パッケージ工程までの一貫した材料評価方法の確立 

事業の計画内容 

主な実施事項 Ｈ１８fy Ｈ１９fy Ｈ２０fy  

Low-k 材料のダメ

ージ耐性評価方

法の開発 

 
   

統合部材開発支

援ツール(TEG)の

開発 

 

   

パッケージ工程ま

での一貫した材料

評価方法の確立 

 

   

成果とりまとめ   
 

 

 

開発予算 

（会計・勘定別に

事業費の実績

額を記載）（単

位：百万円） 

会計・勘定 Ｈ１８fy Ｈ１９fy Ｈ２０fy 総額 

一般会計 0 0 0 0  

特別会計 

（一般・電源・需給の

別） 

441 199 110 750  

加速予算 
（成果普及費を含

む） 
0 0 0 0  

総予算額 441 199 110 750  

開発体制 経産省担当原課 製造産業局化学課 
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委託先（＊委託先

が管理法人の場

合は参加企業数

および参加企 業

名も記載） 

次世代半導体材料技術研究組合 

（材料メーカー１０社で構成） 

 

情勢変化への対

応 

H20 年後半からの世界同時不況の中、半導体デバイスの需要は大幅に低下しているが、部材評価

基盤の構築の必要性はむしろ高まっている。研究開発に際しては、Selete、産業技術総合研究所と

NDA を締結して情報交換を実施した。 

 

  
評価に関する事

項 

事前評価 2005 年度実施  担当部 ナノテクノロジー・材料技術開発部 

事後評価 2009 年度 事後評価実施 

Ⅲ．研究開発成果

について 

（１）Low-k 材料のダメージ耐性評価方法の開発 

Low-k 材料は UV キュアにより誘電率上昇を抑えながら機械強度を向上できるが、その効果は材料や処理

条件に依存すること、ウェーハ反りによって応力残留がある事がわかった。２層配線試作結果から、実用電

界強度における信頼性には問題ないこと、絶縁破壊特性が改良される事がわかった。多層配線を形成する

プロセスにおける CVD 膜堆積、エッチング、アッシングなどのプラズマ照射の影響を精度良く測定する測定

法を開発、Low-k 材料のプロセスダメージを定量的に把握する評価法を確立して材料改良指針を発信し

た。また、Low-k 材料に Cu 拡散防止性を持たせることによって、バリアメタルの膜厚を薄くし、配線全体の

RC 積を低減、信頼性を向上させる配線構造とその製造プロセスを確立し、トータルソルーションとして学会

で報告した。 

（２）統合部材開発支援ツール(TEG)の開発 

45nmノード対応材料評価のためにTEGマスクを設計し、２層配線を試作して機能を検証した。改良したTEG

マスクを導入することによって、Via チェーンのポイズニングを防止し hp80nm 配線を高歩留まりで形成する

基準プロセスを確立した。各種 Low-k 材料を用いた８層配線を試作して、その電気特性を測定、多層配線

における Low-k 材料の評価基準を確立した。CMP 研磨条件とディッシング、エロージョンなどの配線平坦

性を詳細に評価するために、配線密度の異なるパターンを配置した CMP 専用の TEG マスクを設計した。各

種スラリ間の CMP 研磨特性の差を明確にするとともに、CMP 研磨によるウェーハ上の欠陥を歩留まりで検

出することに成功した。 

（３）パッケージ工程までの一貫した材料評価方法の確立 

対象パッケージを MCP、WBBGA、FCBGA とし、配線工程を終了したウェーハを用いてパッケージを試作し

た。得られた知見からパッケージ工程専用の TEG マスクを設計し、配線工程からパッケージ工程に至る各

プロセスでのひずみや電気特性を検証した。各種環境耐性での測定からウェーハレベル信頼性評価基準を

開発した。また 50mμｍ以下に研削された薄膜 Si の８段 MCP の試作によって、応力集中によるパッケージ

内の剥離のメカニズムを検証した。これらの知見に基いて各種材料のパッケージ工程までの一貫評価基準

書を作成した。作成した評価基準書は材料評価基準書９６、基準プロセスフロー３４、一貫評価基準書３６で

ある。これらにより、評価対象材料について配線工程からパッケージ工程までの一貫した材料評価基盤を

確立した。 

 

投稿論文 「査読付き」15 件、「その他」11 件 

特  許 「出願済」28 件、「登録」0 件、「実施」0 件 

その他の外部発表 

（プレス発表等） 
外部向け「研究報告会」H18/11 月、H20/7 月、雑誌発表１件 

Ⅳ．実用化、事業化

の 見 通 し に つ

いて 

本プロジェクト研究開発の成果の企業化は①材料評価方法の開発と標準化から得られた成果を半導体材

料メーカ、半導体デバイスメーカ、半導体製造装置メーカに評価の請負や技術移転のサービスを行うこと、

今後取得する産業財産権の実施許諾による実施料収入を得ること②開発支援ツール（TEG）の開発から得

られた成果により、上記の各メーカに対してTEGの試作サービス、TEGの販売、TEGに関して今後取得する

産業財産権の実施許諾による実施料収入を得ること、を実施できる見込みである。一方、本プロジェクトの

研究成果は、組合を構成している材料メーカの材料開発に反映されることによって新製品が市場に投入さ

れ、ユーザーへの採用が促進されている。今後この傾向はさらに加速されていく見込みである。 

 

Ⅴ．基本計画に関

する事項 

 

作成時期 平成１８ 年３ 月、制定 

変更履歴 
平成２０年７月、イノベーションプログラム基本計画の制定により、「（１）研究開発の目的」の

記載を改訂。 
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プロジェクト用語集 

語  句 説   明 

ALD (Atomic Layer Deposision)法 

Atomic Layer Deposition(原子層成長)：2 種類の原料ガ

スを交互に成膜室に流し、薄膜を 1 原子(または分子)層

ずつ成長させる方法。 

ＡＰプログラム 

Affiliation Program：共通領域を通して改良された材料を

用いて、CASMAT・組合員が、デバイスメーカあるいは

半導体装置メーカと共同で行う実用化研究の総称。 

ＢＡＲＣ 

Bottom Antｉ Reflective Coating：レジストを透過したＵＶ

光が下膜で反射して再びレジストに入射するのを防ぐた

め下膜とレジストの間に用いる反射防止膜。 

ＢＤ（Ｂｌａｃｋ Ｄｉａｍｏｎｄ） 
Applied Materials社のＣＶＤ装置で製膜されるSiOCを主

成分とする低誘電率層間絶縁膜の商品名。 

ＢＥＯＬ（バックエンドプロセス） 

Back End of Line：Front end of Line でトランジスタなどの

素子を作りこんだ後、それらの素子を相互に接続するた

めの配線あるいは電源などの配線構造を作る工程。 

CMP 材料（スラリー、パッド） 

Chemical Mechanical Polishing（化学的機械的研磨）：シ

リカ粒子を含んだ研磨液（スラリー）をウェーハ表面に流

しながら、スピンドルに貼り付けたウェーハを回転テー

ブル表面の研磨パッドに圧着させて研磨する方法。 

ＣＴＥ Coefficient of Thermal Expansion：熱膨張係数。 

Ｃｕのイオンマイグレーション 

プリント基板配線や再配線中に電圧をかけると、銅配線

の一部がイオン化して配線外に染み出してくる現象。長

時間電圧がかかるとイオンの染み出しによって配線中

の電流がリークしたり、断線したりして、配線の信頼性を

低下させる。 

Ｃｕ配線 

ＬＳＩ用として、従来のＡｌを用いた配線に替り導入され

た。電気抵抗が低く、許容電流密度が高いため、高性

能の配線が実現できる。 

Cu 配線用 CMP 材料 
Ｃｕ研磨専用に用いられるＣＭＰ材料（スラリー、パッ

ド）。 
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ＣＶＤ 

Chemical Vapor Deposition（化学気相成長）：製膜すべ

き膜の種類に応じ必要な原料をガス状態（気相）で供給

し、これに各種エネルギーを与えて化学反応を起こさ

せ、下地表面での触媒反応を利用しながら薄膜を堆積

させる方法。 

ＤＡＦ（ダイアタッチ）テープ 

Die Attach Film：小片化されたチップとチップの接合、あ

るいはチップのパッケージ化のためにチップを接着する

接着剤つきテープ。 

EBR (Edge Bead Removal)  基板端面などに付着した薬液の除去。 

ＥＢ硬化装置 

Electron Beam Curing Machine：電子線を照射して、そ

のエネルギーで膜を硬化させて強度を増大させる装

置。 

EDX 

Energy Dispersive X-Ray Spectroscopy(エネルギー分

散型 X 線分光)：観察対象に電子ビームを当てた際にサ

ンプル表面から放出される特性X線を検出して、元素の

定性/定量分析する方法。 

EM （エレクトロマイグレーション） 
金属配線を構成する原子が電子との衝突によって移動

する現象。 

Half-Etch 構造 
トレンチ加工時に下層のエッチストッパ層に到達する前

に加工を停止した構造。 

HSQ 
Hydrogen silsesquioxane：Ｓｉ－Ｏ結合とＳｉ－Ｈ結合を中

心骨格とするポリシロキサン系材料の総称。 

ＩＴＲＳロードマップ 

International Technology Roadmap for Semiconductors：

ＬＳＩの年次的な技術予測を世界に向けて発信してい

る。中心となるのは微細化動向で、メモリーのハーフピ

ッチやロジックのゲート長などである。 

ｋ値 
比誘電率（物質の真空に対する誘電率の比）を表わす

値。 

Low-k 材料 

ＩＣで最もポピュラーなＣＶＤ ＳｉＯ膜（ｋ＝４．１）に比べ、

より低い比誘電率を有する膜の総称。特に多層配線の

層間絶縁膜に用いられる。 

ＭＥＭＳ技術 
Micro Electro Mechanical Systems：マイクロマシン技

術。 

MIRAI プロジェクト 

Millennium Research for Advanced Information 

Technology：次世代の半導体に不可欠な新材料の研究

開発と、これを実用化するためのプロセス技術の開発を
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行い、ＬＳＩの消費電力や処理速度を格段に向上させる

ＮＥＤＯ委託プロジェクト。 

ＭＳＱ 
Methylsilsesquioxane：Ｓｉ－Ｏ結合とＳｉ－ＣＨ３結合を中

心骨格とするポリシロキサン系材料の総称。 

ｎｍノード →ｓｅｅ ”テクノロジーノード”→”ＩＴＲＳロードマップ” 

OCD 

Optical Critical Dimension(光学 CD 測定)：ウェーハ表面

からの散乱光(回折光)を解析して、繰り返しパターンの

断面形状(トレンチ幅や深さ、トレンチ側壁傾斜角等)を

得る手法。 

OPC (Optical Proximity Correction) 近接効果補正。 

PDA 
Personal Digital Assistant：情報を管理するための個人

用の情報端末。 

ＰＶＤ 

Physical Vapor Deposition（物理気相成長）：物理的な手

段によって材料物質を堆積させる製膜法。高エネルギ

ーでターゲット材から原子を叩き出し（スパッタ）、ウェー

ハに付着、堆積させる。 

QFP 

Quad Flat Package:ＩＣパッケージの一種で、ケースの４

側面から出ているリードピンが外側にＬ字型に曲げられ

ているもの。 

SAXS (Small Angle X-ray Scattering) 

高輝度小角Ｘ線散乱装置のこと。物質にＸ線を照射し

て、散乱されたＸ線を検出、解析することによってナノ材

料の構造を評価する装置。 

Ｓｅｌｅｔｅ 

Semiconductor Leading Edge Technologies：半導体メー

カー１０社の共同出資により設立され、３００ｍｍウェー

ハ対応の生産技術開発コンソーシアム。 

SEMATECH 

Semiconductor MAnufacturing TECHnology:アメリカ半

導体産業を強化する目的で、政府資源を投入して１９８

７年に設立されたコンソーシアム。１９９６年に民間に移

行。その後子会社としてインターナショナルＳＥＭＡＴＥＣ

Ｈを設立して米国以外にもサービスをおこなっている。 

SIV 
Stress Induced Void ： ストレスにより発生するボイド 

（”ストレスマイグレーション”参照） 

SM →see "ストレスマイグレーション” 

ＳＯＢ Spin on Barrier：塗布型バリア膜。 
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SOC Spin on Cap：塗布型 CMP キャップ膜。 

ＳＯＤ Spin on Dielectric：塗布型層間絶縁膜。 

ＳＯＧ Spin on Glass：塗布型酸化膜 ＳｉＯ２。 

TDDB 試験 
TimeDependent Dielectric Breakdown：絶縁膜の経時破

壊試験。 

TEG（マスク、ウェーハ） 

Test Element Group：ＩＣ等の基本的な構造、物性、電気

的特性、回路動作、信頼性、歩留まりなどを評価するた

め、専用のマスクを用いて作製した試験構造や試験素

子。ＴＥＧウェーハはＴＥＧパターンを搭載したウェーハ。

TEOS 系酸化膜 

Tetra-Ethyl-Ortho-Silicate、

Tetra-Ethyl-Ortho-Silane(テトラエトキシシラン、珪酸エ

チル)：CVD 系酸化膜の一種。自己流動性があり、特別

な処理(加熱溶融等)なしで平坦化が得られる。 

Ｔｇ Glass Transition Temperature：ガラス転移点。 

Tｒｅｎｃｈ 
多層配線における配線部の溝構造。溝掘り加工の後、

金属を埋め込むことからＴｒｅｎｃｈ（溝）とよばれる。 

ＵＶ硬化装置 

Ultra Violet Ray Curing Machine：紫外線を照射して、そ

のエネルギーで膜を硬化させて強度を増大させる装

置。 

Ｖｉａ 

ＩＣの多層配線構造で、配線間を上下縦方向に電気的

に接続するため、配線間の層間絶縁膜に穿たれた開口

部、スルーホールとも呼ばれる。 

XRR (X-ray Reflectivity) 

X−Ray Reflectivity(X 線反射率測定)：X 線に対する物質

の屈折率は1よりもわずかに小さいため、平坦な表面す

れすれに X 線を入射すると全反射を起こす。全反射の

反射率と入射角度の相関から、薄膜の構造(各層の密

度、膜厚、凹凸)を非破壊で評価できる。 

アッシング 
Ashing(灰化：和製英語)。エッチング後不要となったレジ

ストをオゾンやプラズマにより灰化により除去すること。 

あすかプロジェクト 

ＳＯＣ（１個のチップの上にシステム機能を実現したも

の）の共同研究開発を目的としてＪＥＩＴＡ主導で設立さ

れたプロジェクト。デバイス、プロセス技術はＳｅｌｅｔｅが、

設計技術はＳＴＡＲＣが担当する。 

アセンブリ工程（用材料） 
組立工程のこと。ＩＣを特別なパッケージに収納すること

で、パッケージングとも呼ばれる。 
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イオンシニング 
透過型電子顕微鏡のサンプル等の薄膜形成法の一

つ。サンプルにイオンビーム照射し掘削する。 

ウェハアセンブリ工程 →ｓｅｅ ”アセンブリ工程” 

ウェーハ塗布膜 
ウェーハ上にスピンコーターを用いて塗布された膜のこ

と。 

エレクトロマイグレーション 

Ｃｕ配線中を流れる電流密度が高くなると、電子流によ

りＣｕ原子が運動量を得て下流側に移動する現象。配

線中にボイドや突起を生じる原因となり、配線の信頼性

を低下させる。 

エッジカット 

ウェーハに塗布した膜は面内均一性がウェーハ外周部

で極端に不安定になる。このため、この範囲の測定は

考慮範囲外とする。この範囲をいう。一般にエッジカット

の幅は３ｍｍとすることが多い。 

エッチストッパ膜 
層間絶縁本体膜の下層膜。本体膜とはエッチングレート

の違う材料を用いてエッチング深さ、形状を制御する。 

エッチバック 
ウェーハ全面にわたって、表面から一定の厚さをエッチ

ングすること。 

エッチング 
残したい部分をレジストにより保護し、不要な部分を薬

液またはプラズマによって除去すること。 

エロージョン 

金属のＣＭＰ研磨の結果、ビアや配線パターンがない

部分に比べて、ビアや配線が密に並んだ部分の絶縁膜

が薄くなってしまう現象。 

オーバーポリッシュ 

ＣＭＰ工程において研磨が過度に進行すること。もしく

は終点検出モニターで終点検出した後、さらに確実に上

層膜の除去および平坦化を行うために、意図的に研磨

時間を延ばすこと。 

技術情報Ａ 
ＣＡＳＭＡＴで取得した生データーを含むすべての技術

情報。原則としてＣＡＳＭＡＴ外への持ち出しは不可。 

技術情報Ｂ 
技術情報Ａを元にして整理した技術レポート。共通情報

として組合員全員に公開される。 

キャップ膜 

ＣＭＰキャップ膜とも言う。Ｃｕ配線とバリア膜の間に製

膜される絶縁膜で、通常はＳｉＯを用いる。Ｃｕキャップ膜

は「バリア絶縁膜」として区別する。 

キュア 
ウェーハ上に形成された膜に熱や紫外線などのエネル

ギーを与えて膜構造を強固なものにすること。 
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共通プログラム 

組合員から提出された評価対象材料を評価し、結果は

原則として組合員全員に公表されるＣＡＳＭＡＴ独特の

プログラム。 

空孔 

材料膜の内部にある空隙のこと。Ｐｏｒｅとも言う。 この

空孔により層間絶縁膜の比誘電率が下がる反面、膜の

強度等プロセス耐性が弱くなるという問題点がある。 

クリーンルーム 

ＩＣを製造するための清浄化された空間で、フィルターを

通した清浄な空気を天井から床面に向けてダウンフロ

ーで流し続ける。清浄度に関するグレードはクラス表示

でおこなわれる。 

ケルビン抵抗測定法 

4 端子接続(ケルビン接続)による抵抗測定法。測定プロ

ーブの接触抵抗等の測定系の寄生抵抗の影響を排除

するため、電流印加端子と電圧測定端子とを分離す

る。 

高速化・低消費電力化 
LSI の基本素子であるトランジスタの微細化により処理

速度を増加させ、同時に消費電力を小さくすること。 

コーター塗布膜 塗布機を用いてスピンコートされた膜のこと。 

個別プログラム 

組合員とＣＡＳＭＡＴの契約に基づいて個別組合員がＣ

ＡＳＭＡＴインフラを用いて材料評価するプログラム。結

果は個別組合員限りで、公表されない。 

再配線工程（用絶縁材料） 

パッケージ化するために、配線が形成されたウェーハ上

にＡｌ（ｱﾙﾐ）パッドを設け、絶縁膜を介してインターポー

ザーと接続するために金属配線を形成する工程。 

材料間インタラクション 配線工程で、材料同士がお互いに影響を与える作用。 

次世代（６５nm）テクノロジーロード →ｓｅｅ ”テクノロジーノード” 

次世代の微細半導体集積回路 
現在量産されている微細半導体集積回路の次に量産

を期待されている微細半導体集積回路。 

シングルダマシン（ＳＤ） 

メッキ法を用いて形成した銅配線とＣＭＰを使って平坦

化した構造がダマスカス地方が発祥の地と言われる象

眼細工と似ているのでこう呼ばれる。配線とＶｉａを別々

に埋め込むプロセスがシングルダマシン法と呼ばれる。

スクライブライン 
ウェーハをダイシング(チップに切り分けること)するとき

のチップ境界の線。 

ストレス印加 電界、熱、応力等の負荷を加えること。 
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ストレスマイグレーション 
熱的または機械的な応力(ストレス)により配線中の金属

原子が移動し、抵抗増加または断線を生ずること。 

全層塗布型配線 

低誘電率化に有利な塗布型材料を層間絶縁膜、CMP

キャップ、バリア絶縁膜に併せて使用することにより、Ｃ

ＶＤ材料を中心とした従来型配線に比べて実効誘電率

を大幅に低下させることを目的とした Cu/Low-k 配線。 

層間絶縁膜 →ｓｅｅ ”低誘電層間絶縁膜” 

統合部材開発支援ツール 

統合部材（材料と配線製造条件をセットにした最適プロ

セスフロー）を開発するために必要な材料とプロセスの

相互影響や適性を判定するツール（手段もしくは道

具）。具体的にはＴＥＧのこと。 

ダイシングテープ 
ウェーハから多数のＩＣチップをカッターで切り取る（ダイ

シング）時にウェーハを保持するテープ。 

ダイボンド 
ＩＣチップ表面のＡｌパターン（ﾎﾞﾝﾃﾞｨﾝｸﾞﾊﾟｯﾄﾞ）とパッケー

ジのリードを金細線で接続する工程のこと。 

ツインリード線 Twin Lead：２芯平行線。 

低圧ＣＭＰ装置 
従来（１．５－２．０psi）より低圧（＜１．０ｐsi)で研磨でき

るように回転数などの運転条件を調整したＣＭＰ装置。 

低誘電（率）層間絶縁膜 →see "Low-k 材料” 

ディッシング 

ＣＭＰにおいて、金属と絶縁膜のように研磨速度差があ

る２種の薄膜が表出するダマシン配線で、金属配線の

中央が薄くなってしまう現象。 

テクノロジーノード →ここでは”ＩＴＲＳロードマップ”を指す。 

デザインルール 
微細加工(リソグラフィとエッチング)で使用できる最小寸

法を規定した設計基準。 

テープテスト 

物質表面に透明テープを貼り、その上から碁盤目に切

り傷を入れた後、テープを引き剥がして、表面に残った

テープの目の数で密着性を判定する方法。 

デュアルダマシン（ＤＤ） 
銅配線とビアホールを同時に埋め込んだダマシン構

造。(”シングルダマシン” 参照） 

電界集中 

ある領域の電界(電圧勾配)がその周りよりも大きくなっ

ていること。電極の端部形状が角ばっていると、電界集

中が発生しやすい。 

銅配線 →ｓｅｅ ”Ｃｕ配線” 
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ドライエッチング 気相中でプラズマによってエッチングを行なうこと。 

トリプルハードマスク法 

3 枚のハードマスク(SiO、SiN、SiCN 等、ドライエッチング

の際にレジストよりも高い選択性を持つマスク)を積層し

て微細加工を行なう方法。 

トレンチ →ｓｅｅ ”ｔｒｅｎｃｈ” 

配線（形成）工程 →see ”BEOL” 

配線間容量 
配線同士の間にかかる容量。この容量が大きいほど配

線を伝達する電気信号が遅くなる。 

ハイブリッド構造 

配線層とＶｉａ層に異なる種類の絶縁膜を適用する構

造。組成の違う膜を適用すればエッチングストッパ層が

省略できる。配線層に低誘電率で低強度、Ｖｉａ層に高

強度な膜を適用して、全体として信頼性を高めることが

出来る。 

バックエンドプロセス →ｓｅｅ ”ＢＥＯＬ” 

バックグラインド（ＢＧ）テープ 

ウェーハ上のＩＣチップを１個 1 個に容易に切り分けられ

るように（ダイシング）、組立て後のチップ厚さを抑えて

基板抵抗を下げるように、ウェーハ裏面を研削（バック

グラインド）する工程で、ウェーハを保持、保護するため

にウェーハ表面に貼り付けるテープ材料。 

パッケージ工程 →”アセンブリ工程” 

パターニング 回路のパターン形成を行なうこと。 

パッド部 
テストプローブのコンタクト、またはワイヤボンディング

のための数十～数百ミクロン角の電極板。 

バッファーコート材料 

ＩＣチップをパッケージに収納して封止する際に、ＩＣチッ

プに掛る衝撃や応力を緩和するために用いられる緩衝

材料。感光性と非感光性の樹脂材料がある。 

バリア膜 

バリア絶縁膜と区別するため、バリアメタル膜またはバ

リアメタル層と呼ぶのが望ましい。金属配線と絶縁膜の

界面に設けられた障壁膜。配線金属原子の絶縁膜中

への拡散抑制、絶縁膜中の Si 原子等の金属配線への

拡散抑制、金属配線と絶縁膜との密着性確保、絶縁膜

中の酸素や水分等による金属配線の腐食防止等のた

めに設けられる。最先端ＩＣでは、Ｔａ／ＴａＮの積層膜が

よく使われている。 



0-12 

バリアメタル 
バリア膜に用いる金属。Ｔａ／ＴａＮの積層膜がよく使わ

れている。 

半導体ＬＳＩ 

Ｌａｒｇｅ Ｓｃａｌｅ Ｉｎｔｅｇｒａｔｉｏｎ：半導体の集積回路（ＩＣ＝Ｉ

ｎｔｅｇｒａｔｅｄ Ｃｉｒｃｕｉｔ）の集積度の分類において、１チッ

プ上の素子数が 1,000 個以上 10,000 個以下のものをい

う。 

半導体ウェーハ 

半導体材料を薄い円盤状に加工したもので、本文に用

いられているものは、３００ｍｍ径のシリコンウェーハで

ある。 

ビア →ｓｅｅ ”Ｖｉａ” 

ビアチェーン 

ビアとトレンチの連続構造。ビアチェーンの抵抗値、分

布、歩留まりは多層配線の出来映えを測る指標の一

つ。 

ビアファースト 

現在最も良く利用されているビア加工プロセス名。配線

とビアを同時に形成するため、形状が安定しており、断

線を予防しやすい。 

ビアフィル材 

ビアファーストによる配線形成に際し、ビア加工後にトレ

ンチのパターニングのためにビアを埋め戻して平坦化

するために塗布する材料。 

微細・高集積化 

半導体チップに形成された配線の幅や配線間の距離が

微細化されることによって、情報のやりとりの密度が高く

なること。 

評価基準書 

各種材料をいろいろな条件で評価した結果に基づき、

材料の問題点や性能を定量的に比較できるように標準

化した評価方法を集大成したもの。 

ヒロック 
粒界成長または”ストレスマイグレーション”や”エレクト

ロマイグレーション”により生じた配線金属の突起。 

ブランケットウェーハ 積層膜のみで、パターニングされていないウェーハ。 

プラテン（数） CMP において研磨パッドを貼り付ける土台となる盤。 

フリンジ電界 対向電極間以外の領域の電界。 

フリンジ容量成分 

対向電極間以外の電界による容量。平行平板近似をす

るとこの成分が無視されるが、配線間容量の数十%に当

たるため、無視することはできない。 

プリカーサー 膜の原料となる前駆体のこと。 
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ボイド 

空所あるいは間隙のこと、ＩＣ配線では、エレクトロマイ

グレーションやストレスマイグレーションにより、配線材

料が一部失われた箇所。断線不良や信頼性上問題と

なる。 

マージン拡大 
プロセス上の精度に対する許容範囲の拡大。マージン

が拡大すると、プロセスが容易になる。 

マスク 

ウェーハ上に露光して微細構造を形成するために、光

を通す部分と光を通さない部分にパターン化された覆い

盤。 

マスクバイアス（設計） 
マスクと実際のパターンとの間の寸法変位を見込んで、

あらかじめマスクに組み込む寸法変動量。 

モバイル化 
携帯電話、ポータブル PC 等、電子機器の小型化により

移動運用が可能になること。 

ユビキタス化 

いつでも何処でも誰でも、コンピューターや通信機器に

アクセスできるようにすること。（空港や駅などのホットス

ポットでコンピューターを無線にて利用できる。） 

レジスト 
露光、現像して回路パターンを転写するために用いるフ

ォトレジスト（感光性樹脂）のこと。 

レジスト剥離剤 
エッチングによってウェーハに回路パターンが転写され

た後、レジストを除去するために用いる薬液のこと。 

レジストポイズニング 

主に下地膜中から来るアルカリ性物質(アミン系等)によ

りレジストの現像不良が起こり、適正なパターニングが

できなくなること。 

ワイヤーボンド チップとパッケージのパッドを金線等で接続すること。 

ワイヤシェア ボンディングワイヤの剥離。 

ワイヤプル強度 

ボンディングされたワイヤ(金線等)の下に適当なフック

を入れ、下から上へ垂直にワイヤを引き上げて破断し

た時の強度。 
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Ⅰ．事業の位置付け・必要性について 

Ⅰ.1. NEDO の関与の必要性・制度への適合性 

Ⅰ.1.1 NEDO が関与することの意義 

情報通信機器は、今後モバイル化、ユビキタス化が進展し、これに伴って、半導体デバイスに

対して高機能化、低消費電力化の要求はますます強くなるものと予測される。これまで半導体デ

バイスは、微細・高集積化することにより、着実に高機能・高性能化を実現してきた。また次世代

の半導体デバイスにおけるこの課題に対する解として、配線形成工程における材料革新を含めた

技術ブレイクスルーに極めて大きな期待が持たれていることは、経済産業省／ＮＥＤＯ策定の技術

戦略マップ、ＩＴＲＳロードマップ等に示されているとおり、世界的なコンセンサスである。すなわち半

導体材料産業は、半導体デバイス産業の国際競争力の鍵を握る分野と言っても過言ではない。 

  

図Ⅰ.1.1.1 半導体分野市場規模の相関（2007 年、ものづくり白書 2009 より作成） 

 

図Ⅰ.1.1.1 は、半導体分野の市場規模の相関関係を示したものである。半導体材料分野と

しての市場規模は 2007 年で 3.9 兆円とそれほど大きなものではないが、半導体産業（30.1 兆

円）を支えており、更に、半導体は各種の産業を支えており、情報通信機器だけでも大きな市

場となる。近年は、自動車、家電分野においても重要な役割を演じている。 

わが国の半導体材料産業は、化学分野において蓄積された研究開発能力をベースとしなが

ら半導体デバイス産業のリードのもとで、個別材料の性能向上、技術革新を進めてきた結果、

全体としては世界市場の６７％シェアを有するまでに成長してきた。しかしながら、次世代半導

体デバイスの鍵を握る配線形成工程における材料開発では、技術革新のスピード、材料間の

化学的・物理的相互作用の多様性等の側面から見ると、個別の材料性能向上をトライアンド

エラーにより実行していくという従来手法では熾烈な国際競争に勝利していくことは困難である。 

図Ⅰ.1.1.2 は、半導体分野の日本企業と海外企業の市場シェアを示したものである。半導体

材料分野の優位性を川下分野の半導体、情報通信機器の分野に十分に活用しているとはい
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えない状況である。 

半導体用主要材料のシェア(2007)

日本企業
67％

海外企業
33％

地域別半導体市場（2007）

日本企業
19％

海外企業
81％

情報通信機器産業の生産額(2007)

日本企業
28％

海外企業
72％

半導体産業市場
（30.1兆円）

半導体材料市場
（3.9兆円）

川上

情報通信機器市場
（106.8兆円）

川下

半導体分野の市場シェア

半導体用主要材料のシェア(2007)
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67％

海外企業
33％

地域別半導体市場（2007）

日本企業
19％

海外企業
81％

情報通信機器産業の生産額(2007)

日本企業
28％

海外企業
72％

半導体産業市場
（30.1兆円）

半導体材料市場
（3.9兆円）

川上川上

情報通信機器市場
（106.8兆円）

川下川下

半導体分野の市場シェア

 
図Ⅰ.1.1.2 半導体分野市場シェア（2007 年、ものづくり白書 2009 より作成） 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下、「ＮＥＤＯ技術開発機構」とい

う。）では平成 15 年度～平成 17 年度まで『次世代半導体ナノ材料高度評価プロジェクト』を実

施しており、これまで半導体デバイスにおけるバックエンドプロセスでの多層配線形成工程に用

いられる材料とプロセス条件をセットにした、部材(材料・プロセス)の統合的ソリューション(材料と

プロセスをセットにして、相互のプロセス間の影響も考慮して統合した、部材の性能と機能を十分

に発揮できる最適プロセスフロー)を提案するため、その基盤となる要素技術として評価技術およ

び開発支援ツール(TEG：Test Element Group)の開発を実施してきている。 

Si多結晶製造

Si単結晶製造

鏡面Siウェハ製造

Si多結晶製造

Si単結晶製造

鏡面Siウェハ製造

回路設計

パターン設計

マスク製作

回路設計

パターン設計

マスク製作

ウェハプロセス
（前工程）

試験工程（後工程）

信頼性試験工程
（後工程）

製 品 出 荷

シリコン結晶工場

半導体工場
（プロセス）

組立て・試験工場
（アセンブリ／テスト）

ホトマスク工場

設計部門シリコン原材料

基板工程（FEOL）

配線工程（BEOL）

組立て工程
（後工程）

開発対象
半導体材料
開発対象

半導体材料

半導体集積回路の製造フロー 開発対象半導体材料

Cu

W
ＬＳＩの断面模式図

Global

Inter-

mediate

ウェーハ加工
・BGテープ、DAF

再配線
・BC、リソ薬液

銅配線
・CMPスラリ、

・パッド、洗浄液）

絶縁膜
・Low-k材料

リソグラフィー
・反射防止膜、
・ギャップフィル材

多層配線形成材料

 

図Ⅰ.1.1.3 半導体プロセスフローと開発対象半導体材料 

 

図Ⅰ.1.1.3 は、半導体プロセスフローと開発対象とする半導体材料の関係を示したものである。

バックエンドと呼ばれる配線工程には、層間絶縁膜用塗布膜、保護膜用塗布膜、CMP 用スラ
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リー、封止材、フォトレジストが重要となる材料であり主に科学材料が使われている。更に補助す

る材料としてはターゲット材（金属材料）、薬液、バルクガス、特殊ガスなどが開発材料として挙げ

られる。 

しかしながら、デザインの微細化及びプロセスの複雑化が急速に進んでいる半導体デバイス

分野では、現在使用されている種々の材料が性能的に限界を迎えており、新たな高性能材料の

開発が世界で進められている。さらには、個別の材料を個々のプロセスに対応させて高性能化

する手法では、性能改善が限界に近づきつつあるため、各種新規材料・プロセスを最適統合さ

せた部材全体として高機能を発揮させる開発戦略が必要である。 

本プロジェクトは、半導体材料分野での各種新規材料・プロセスを最適統合させた部材の統

合的ソリューションの提案につながる高度部材開発評価基盤の開発であるため、施策目標を実

現するための重要な事業である。 

図Ⅰ.1.1.4 は技術戦略マップ 2005 における半導体分野の導入シナリオである。フロントエンド

と呼ばれる素子形成部分は、MIRAI、あすか、アプリチッププロジェクトをはじめとする各種の研究

開発プロジェクトにより半導体分野を援助する。そのバックアップとして、バックエンドと呼ばれる

半導体デバイスの多層配線形成工程からパッケージ組立工程までの一貫したプロセス検証を行

い半導体材料評価技術を確立することは日本の半導体業界にとっても重要なことである。 

経産省技術戦略マップ（平成17年3月）

2005 2008 2009 2010 2011 2012 2013 201420072006分野構造

ゲート絶縁膜材料

リソグラフィ

情
報
通
信

80nm

SiON

半導体微細化
DRAMハーフピッチ

65nm 45nm 32nm

HfO2 La2O3

Y2O3
LaAlO3

193nm+RET 193nm+RET+LFD/193nm液浸 193nm液浸+RET+LFD

EUVリソグラフィ

主たる要素技術のロードマップ

2005 2006 ～ 20102004 ～ 2015情報通信分野の導入シナリオ

目標 ・情報家電等ＩＴ利活用とＩＴの安全性・信頼性の確保。その基盤となるＩＴ産業の国際競争力の強化。

つくばＲ＆Ｄセンター構想

研
究
開
発
の
取
組
み

○半導体分野

関
連
施
策
の
取
組
み

・高度部材産業

上流企業と下流企業の摺り合わせの加速○垂直連携の強化

半導体アプリケーションチッププロジェクト

技術基盤としての半導体の微細化、高集積化 、 低消費電力化 （国：次々世代技術の開発、民間：次世代技術の開発）

設計描画検査最適化プロジェク ト

関
連
産
業
と
の
連
携

集積の維持・管理

・次々世代技術の民間への移転の促進

・設計、プロセス加工、検査技術の一体的取組み

SELETE、STARC（あすかプロジェクト）

ＡＳＥＴ （ＭＩＲＡＩプロジェクト）

成果の活用

次世代半導体ﾅﾉ材料高度評価PJ
ＣＡＳＭＡＴ：材料評価手法の確立

高度部材産業開発・評価センター構想
・部材評価技術の強化、部材技術開発の促進・効率化

次世代半導体ﾅﾉ材料高度評価PJ
ＣＡＳＭＡＴ：材料評価手法の確立

高度部材産業開発・評価センター構想
・部材評価技術の強化、部材技術開発の促進・効率化

・製造装置産業

競争力の維持・強化

プラズマCVD装置の開発等

ＥＵＶＡ （ＥＵＶプロジェクト）

製造装置の高度化

 

図Ⅰ.1.1.4 半導体分野の導入シナリオ（技術戦略マップ２００5 ） 

 

この技術戦略マップに基づいていくつかの「イノベーションプログラム」が策定されている。主に

「IT」、「ナノテク・部材」、「ロボット・新機械」、「健康安心」、「エネルギー」、「環境安心」、「航空

機・宇宙産業」の７項目に分けられる。本プロジェクトは「IT」、「ナノテク・部材」、「エネルギー」の

３プログラムに関与する。 
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図Ⅰ.1.1.5 イノベーションプログラム 

 

IT イノベーションプログラムでは、高度情報通信社会の実現のため社会基盤を支える IT 技

術。これらを活かし、イノベーションを創出するとともに IT 産業再編を睨み、選択と集中を図り

つつ、持続的に競争力を強化することを目的としている。このためには IT コア技術の革新が必

要となる。また、最終製品に占める半導体の価格割合はこの１０年間で３割以上増加しており、

今後の製品付加価値を高めるコアデバイスの開発は重要なのもとなる。 

 

図Ⅰ.1.1.6  IT イノベーションプログラム 

 

ナノテク・部材イノベーションプログラムでは、情報通信領域に属しており、世界に先駆けてナ
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ノテクノロジーを活用した非連続な技術革新を実現する。我が国部材産業の強みを更に強化

することで、他国の追随を許さない競争優位を確保するとともに、部材産業の付加価値の増大

を図る。 

 

図Ⅰ.1.1.7  ナノテク・部材イノベーションプログラム 

 

エネルギーイノベーションプログラムでは、エネルギー資源の８割を海外に依存する我が国に

とって、これを効率的に利用すること、即ち「省エネ」を図ることはエネルギー政策上重要課題で

あることから、次世代省エネデバイス技術を開発する立場からエネルギー消費効率を２０３０年

度までに３０％以上改善することを目指している。 

 
図Ⅰ.1.1.8  エネルギーイノベーションプログラム 
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以上のプログラムを考慮に入れた上で、ＮＥＤＯ技術開発機構は、独自の部材開発技術をもっ

た複数の産学の科学的知見を結集し、半導体デバイスの多層配線形成工程からパッケージ組

立工程までの一貫したプロセス検証を行うことによって信頼性のある部材の統合的ソリューショ

ンを提供できる評価基盤を確立し、これを産業技術へと繋げていくと共に、社会の共通基盤とし

て情報の整備、提供を通じて、行政、産業界、地域住民等の間で科学的知見に基づいた正確か

つ適切な認識の醸成を図る事業方針に基づき、以下のプロジェクトを実施する。 

本プロジェクトでは最適統合させた半導体バックエンド部材開発評価の基盤整備を行う。本研

究開発により、回路の消費電力低減に必要な配線形成用各種材料等の開発のネックとなってい

る微細環境下のナノレベルでの材料間の相互影響まで評価可能な統合部材開発支援ツール

(TEG)を開発し、情報通信機器の高機能化、低消費電力化等の要求を満たす半導体集積回路

用材料の開発基盤技術の構築ならびに半導体に適用する部材の統合的ソリューションを提案す

る。 

 

Ⅰ.1.2 実施の効果（費用対効果） 

(1)費用 

3 年間で約 7.5 億円（平成 18 年度～平成 20 年度）。 

(2)効果 

１）IT 

 当プロジェクトは、半導体材料の評価基盤を開発するという使命を担い世界最先端デバイスの

先導開発に貢献している。具体的には、世界先端デバイスである半導体デバイスを開発するため

には半導体材料は重要な構成要素となる。その半導体材料を効率的に開発するためには共通の

評価基盤である、半導体材料メーカが結集した研究組合の世界で唯一の材料評価専用ラインと

材料評価専用 TEG（Test Element Group）を作ることが本プロジェクトの目的である。 

 

２）ナノテク・部材 

 ナノテクノロジーや高機能性部材の革新を先導することで、これら部材を活用した情報通信、ラ

イフサイエンス、環境、エネルギーなどの幅広い産業の付加価値の増大を図る。という目標に対し

貢献する。半導体材料の開発力を強化することを通して部材産業の付加価値増大を図る。 

 

３）エネルギー 

 省エネデバイスの開発に貢献することを通してエネルギー消費効率３０％以上の改善を目指す。

電子工業生産実績表（経済産業省生産動態統計）2007 年累計 

集積回路全体    381 億個 

ﾏｲｸﾛｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ回路  31.6 億個 

 

2007-2010 年の成長率 年率 5％   2010 年 36.5 億個 

2011-2020 年       年率 2％   2020 年 43.6 億個 

2030 年は 2020 年と同一とする。   2030 年 43.6 億個（技術の陳腐化が進む） 

 

今後新設される対象配線は全体の 30％、そのうち 10％が常時稼動、対象チップ数は： 
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2010 年  1.1 億個      

2020 年  1.3 億個      

2030年 1.3 億個 

 

                表Ⅰ.1.2.1 ITRS 2007 の技術ロードマップ 

             2007 2010 2013 2015 2020 2030 

DRAM ﾋﾟｯﾁ(nm)   65 45 32 25 14 14 

チップ消費電力（Ｗ） 104 119 137 137 151 151 

 

チップ面積はﾋﾟｯﾁの 2 乗に比例するので、それぞれのﾉｰﾄﾞ対応のチップを 65nm チップ 

で情報処理すると必要なチップ枚数は：    消費電力削減は： 

2010 年（45nm）  65x65/45x45=2.1   104X2.1-119=218 W 

2015 年（32nm）  65x65/25x25=6.8   104x6.8-137=707 W 

2020 年（14nm）  65x65/14x14=21.6  104x21.6-151=2,246 W 

2030 年（14nm）  技術の陳腐化により 2020 年と同じ 

 

Cu/Low-k 配線はﾃﾞﾊﾞｲｽの消費電力の 70％を占め、CASMAT 研究対象となる先端 

Low-k が用いられる Intermediate 配線は Cu/Low-k 配線全体の 60％、 

ゆえに CASMAT 実施によるチップ当たりの年間消費電力削減量は： 

2010 年 （218-119）X0.7x0.6x24x365=3.6x105 W 

2030 年 （2246-151）x0.7x0.6x24x365=7.7x106 W 

 

チップ生産量に対応すると： 

2010 年 1.1x108x3.6x105=3.96x1013 W 

2030 年 1.3x108x7.7x106=1.00x1015 W 

 

H20 年度 NEDO エネルギー使用合理化技術戦略的開発 P13 別紙１より 

電力消費時発生熱量（KWh）=3.60 MJ、 原油（L）=38.2 MJ、 

即ち 原油１L＝10.6KW、これより省エネルギー総量を原油換算すると： 

2010 年 3.96x1013W=3.96x1010 KW＝3.96x1010/10.6=37.4x108  L=37.4x105KL 

2030 年 1.00x1015W＝1.00x1012 KW＝1.00x1012/10.6=95.6x109 L=9.4x107KL 

      

 

 

４）市場 

半導体バックエンドプロセス関連材料は、H１８年のプロジェクト開始時点では、半導体材料市場の

実績から推定すると４，０００億円以上の世界市場規模を有し、さらに H２０年までは年平均約１

０％、H２１年以降も約７％の成長を達成することが期待されている。（表Ⅰ.1.2.2 参照） 
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表Ⅰ.1.2.2 半導体材料市場および売上げ見通し       (単位 億円／年) 

 

 

現状 

(Ｈ18 年) 

  助成事業終了後  ５年間 

Ｈ２１年度 Ｈ２２年度 Ｈ２３年度 Ｈ２４年度 Ｈ２５年度 

半導体ｳｴｰﾊﾊﾞｯｸｴﾝﾄﾞ 

工程材料 市場規模  

4,043 5,254 5,621 6,015 6,436 6,886

内 低誘電率層間絶縁材料、

Cu 配線用 CMP 材料、ﾊﾞｯﾌ

ｱｰｺｰﾄ･再 配 線 材 料 、ｱｾﾝﾌﾞ

ﾘｰ工程材料の 4 種合計 

331 519 589 665

 

 

750 846

上記 4 種合計について 

組合員企業販売予想額 205 352 419 502

 

586 683

上記 4 種合計 

組合員企業市場ｼｪｱ 62％ 68％ 71％ 75％

 

78％ 81％

内 本助成事業寄与 

組合員売上高      176 210 251

 

293 342

市場規模、売上予想、シェアについては電子ジャーナル社等の統計を参考に申請者独自の推定によ

る。また、組合員企業売上高に対して、本助成事業成果の寄与を 50％とした。 

 

この中で、本プロジェクトが評価研究対象とする低誘電率層間絶縁膜材料やＣｕ配線用ＣＭＰ

材料等の４分野材料は、次世代半導体技術革新の中核部分を構成することから、年平均１２％

以上の成長により H２５年には８００億円市場に迫るものと推計される。これに加えて、配線形成

工程においては数十種類以上に上る材料が使用されていることから、これら材料との化学的・物

理的相互関係を含めた材料評価基盤が整備されることにより、配線形成工程関連材料全般に

亘っても研究開発効率が向上され、その材料の市場競争力が強化される。 

また、国内の半導体デバイスメーカ又は半導体製造装置メーカに対して、材料メーカから効率

よく提案できる運営体制を構築することにより、わが国半導体関連産業全体の研究開発効率の

向上、ひいては国際競争力強化に寄与するところが大きいものと期待できる。 

なお、本プロジェクトが、その実施には多額の設備投資及び多方面の研究人材投資が必要と

されるところ、わが国半導体材料産業界の共同投資及びデバイス業界の協力により、個別企業

の研究投資リスクを最小としながら関連産業全体として最大の成果を得るという新たな研究開

発モデルが形成できた意義は大きいものと考える。 

また、原則として全ての材料評価研究の成果を参加企業全体で共有する形態での実施により、

参加企業の個別材料についての優勝劣敗が明らかになる。そのため、競合段階への参入企業

の淘汰、業界としての研究開発投資の再配分等といった側面でも関係産業全体における研究

開発投資効率の向上が期待される。助成期間終了後の研究開発については共同開発投資継

続あるいは分野撤退等、当初参加企業の対応が別れたことからも一定の成果が得られたものと

思量される。 
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Ⅰ.2. 事業の背景・目的・位置づけ 

平成１８年時点で、半導体材料産業の市場は全世界で年間約２兆円規模であり、このうちわが

国の材料メーカは、推定で約６５～７０％のシェアを有している。しかし、このシェアを維持・拡大し

ていくためには、半導体デバイスメーカのニーズに的確に応え、短期間に材料を提供できなければ

ならない。デバイスの高速化、低消費電力化のニーズに対しては、特に半導体デバイスの配線工

程ではアルミニウムやシリコン酸化物を中心とする材料から、より電気抵抗の低い銅配線や配線

間容量を低減させるために誘電率の低い層間絶縁膜へと大転換する時代を迎える。さらに半導

体デバイスが適用される電子機器（ＰＤＡ、携帯電話等）の用途から見ると、機器の小型化、薄型

化のために半導体チップの薄型化が要求されるので、それに対応できる材料の役割がますます重

要になってくる。これらの観点から、本プロジェクトで対象とする材料として、 

①低誘電率層間絶縁膜材料 

②銅（Ｃｕ）配線用ＣＭＰ関連材料 

③バッファーコート材料、再配線用絶縁材料 

④ｱｾﾝﾌﾞﾘｰ工程用ウェハ加工材料 

を選定した。これらの材料の市場規模は必ずしも大きくはないが、今後の半導体デバイスの要の

技術である。したがって、市場の伸び率が大きく、また半導体材料産業全体への影響力が大きい

ことからも、市場シェア拡大に大きく寄与するものと期待される。 

平成１８年時点では生産性向上と最先端技術導入の観点から３００ｍｍウェハの採用が主流に

なっており、３００ｍｍウェハを用いて材料評価を行うことが求められる。そのため、材料開発のた

めに用いる評価設備には、より一層多額の投資が必要となり、材料メーカ単独には負担できなく

なってきている。さらに、半導体製造プロセス技術が高精度化、複雑化、多様化する中で、材料

メーカが個別に材料をデバイスメーカに提供し、その評価結果をもとに材料を開発するというビジ

ネスモデルでは、開発スピードや材料品質の観点で既に限界を迎えている。 

従来の半導体材料開発

イ社イ社

ロ社ロ社

ハ社ハ社

ニ社ニ社

イ社イ社

ロ社ロ社

ハ社ハ社

ニ社ニ社

デバイス・装置メーカ 半導体材料メーカ

A社

B社

C社

D社

A社

B社

C社

D社

材料提供

結果報告

・材料開発に限界
・半導体プロセス装置、評価

装置の投資が過大

材料の提供だけでは不充分

 

図Ⅰ2.1  従来の半導体材料開発 

 

従来の半導体材料開発においては、半導体材料メーカは単にデバイス・装置メーカに対して材

料を提供しデバイス・装置メーカがプロセス評価を行い結果が報告されるのみの開発形態であっ

た。半導体製造技術の飛躍的進歩には、単に材料の提供だけでは不充分であった。しかし、材料

メーカ単独では、半導体プロセス装置、評価装置の投資が過大となることにより効率的な開発は

進まなかった。 
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世界一の開発材料評価専用ライン（300mm 対応） 材料評価専用TEG（Test Element Group）材料評価専用TEG（Test Element Group）

ＣＡＳＭＡＴ
材料評価センタ

ＣＡＳＭＡＴ
材料評価センタ

本PJが提案する半導体材料開発
のための評価基盤の開発
本PJが提案する半導体材料開発
のための評価基盤の開発

イ社イ社

ロ社ロ社

ハ社ハ社

ニ社ニ社

イ社イ社

ロ社ロ社

ハ社ハ社

ニ社ニ社

デバイス・装置メーカ 半導体材料メーカ

A社

B社

C社

D社

A社

B社

C社

D社

材料開発指針

開発材料の事前評価

材料とプロセス

データの提供

材料とプロセス

データの提供

開発や評価結果
全組合員で共有材料メーカの製品開発力、競争力を更に強化

材料と半導体プロセスの統合的ソリューショを提案

半導体材料メーカーが結集
した研究組合の世界で唯一

の材料評価専用ライン

 

図Ⅰ.2.2  本 PJ が提案する半導体材料開発 

 

そこで企画されたのが今回のプロジェクトの開発形態です。世界で唯一の材料メーカ結集体で

ある CASMAT を中心とした材料評価センタを中核として据えて、３００ｍｍウェハを評価可能な世

界一の開発材料評価専用ラインにより、プロジェクトにより共通な評価システムである材料評価専

用 TEG を作り、半導体材料のプロセス評価を行う。この開発や評価結果は CASMAT 組合員で共

有し、材料開発の評価指針により開発材料の事前評価を行う。これにより、デバイス。装置メーカ

にも材料のプロセス使用時のデータが提供可能となり、効率的な開発が可能となる。 

また、デバイスメーカにとっても開発を加速するためには、材料メーカに対して単に材料の供給

だけではなく、その材料を用いることによる効果を最大限に発揮できる製造プロセスのソリューショ

ンの提供が求められる。このような背景から本プロジェクトは、わが国の材料メーカの製品開発力、

市場競争力をさらに強化し、現在のシェアを維持・拡大することを目的として、半導体材料を評価

する基盤構築を第一の目標として実施することとした。この評価基盤では、材料メーカが半導体製

造プロセス全体に対する技術的知見を自らが獲得して、製造プロセス全体を俯瞰した材料―材料

間（例えば配線材料やバリアメタルと層間絶縁膜材料）および材料－プロセス間（層間絶縁膜材

料とその加工や洗浄処理のプロセス）の相互作用に加え、材料が及ぼす半導体デバイスの電気

特性や信頼性への影響までが評価できるものとする。さらに、この評価結果に基づいて、次世代

半導体デバイスに好適な配線形成技術として材料と製造プロセスを組み合わせた統合部材ソ

リューションを提案することを第二の目標とした。 

第一の目標を達成することにより材料メーカにおいて、従来からの材料開発の限界を打破し、

その効率を抜本的に向上させることができ、いわゆる製品開発力を強化することができる。また、

第二の目標を達成することにより、デバイスメーカのニーズに的確に答えることができ、実用化が

加速され、市場競争力を強化することができる。さらには、評価対象とした材料だけに限らず、半

導体製造プロセスにおける関連材料の開発にも寄与することができ、わが国の半導体材料市場

におけるシェアの維持・拡大が期待できる。 
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本プロジェクトは、わが国の国際的産業競争力を強化し、新たな市場及び新たな雇用を創出す

るため、材料創成技術と成型加工技術の一体的な研究開発を行うとともに、製品化までのリード

タイムを短縮化する研究生産システムを開発する「革新的部材産業創出プログラム」の一環として

実施するものである。 

既に述べてきた目的から考えると、本プロジェクトは国内の材料メーカにより実施されるべきであ

る。しかしながら対象とすべき材料や達成すべき目標は多岐にわたっており、材料メーカ１社で実

施することは極めて困難である。国内の半導体材料メーカが結集してコンソーシアムを結成し、本

プロジェクトである「次世代半導体ナノ材料高度評価プロジェクト」を実施した。本プロジェクトの目

標は、評価基盤の構築とソリューションの提案が中心となることから、コンソーシアムの活動は材

料評価が中心となる。評価材料の提供から評価結果に基づく材料開発さらに製品化は、コンソー

シアムに集結した材料メーカが担うことになる。したがって、「プログラム」の目的を達成するために

は、材料創成技術を担う材料メーカと材料の評価及び成型加工技術を担うコンソーシアムが強く

連携し、車の両輪のように一体的に研究開発を行うことが必要である。 

なお、半導体関連産業では、デバイスメーカを主体とするコンソーシアムが既にいくつか発足し、

活動している。しかし、材料メーカが主体となったコンソーシアムは全世界を見渡しても例が無く、

まさに画期的なものであるといえる。 
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Ⅱ 研究開発マネジメントについて 

Ⅱ．1 事業の目標 

半導体分野では、微細化の進展に伴って、高速化、低消費電力化が必要とされる一方、電子

機器（PDA、携帯端末）の用途においては、機器の小型化、薄膜化に伴い半導体チップの薄型化

が要求されるため、部材(材料・プロセス)の役割がますます重要になっている。このため、従来から

使用されてきた部材の性能が限界を迎えており、新たな高性能部材の開発が世界で進められて

いる。一方、材料とプロセスを個別に開発する手法では限界があるため、各種の新規材料とプロ

セスを最適統合させ、部材の高性能と高機能を発揮させる開発戦略が切実に求められている。 

 

2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013

材料評価基盤構築 評価の標準化と普及

2014

第1期基盤開発 第2期基盤開発
（ｳｪｰﾊﾚﾍﾞﾙ評価）（ﾊﾟｯｹｰｼﾞまで一貫評価）

65nmノード以降の半導体材料の実用化

45nmノード、パッケージまでの

一貫評価による 材料の実用化

CASMAT
＜評価・解析＞

CASMATⅠ CASMATⅡ CASMATⅢ

第3期基盤拡大と普及

半導体プロセス全体評価による
信頼性ある部材提供

次世代半導体ﾅﾉ
材料高度評価基盤

次世代高度部材
開発評価基盤

半導体機能性材料
の高度評価基盤

（接合素子の評価）

①65nmノード300ｍｍ
ウェーハ配線製造プロセス、
評価利きの導入。

②材料評価用ＴＥＧの開発

③配線工程材料評価基準
の確立

①材料低ダメージプロセス
の開発

②45nmﾉｰﾄﾞに適用可能な
材料評価用ＴＥＧの開発

③配線からＰＫＧまでの一
貫評価基準の確立

接合素子を含む材料評価用ＴＥＧの開発

材料による汚染、応力影響の解析

半導体プロセス全体の材料評価基盤の開発

成果 成果 目標

50億円50億円 7.5億円 1.8億円

 

図Ⅱ.1.1.1 材料評価基盤構築の経緯と現状 

 

このため、65nm ノード半導体バックエンドプロセスに立脚した高度部材評価基盤を開発/整備

するプロジェクトは、平成 17 年度で終了した。 

65nm ノードから 45nm ノードへと微細化が進む半導体デバイスにおいては、デバイスの十分

な機能性を達成するために、さらなる信号の高速化と低消費電力および信頼性が要求される。こ

のような半導体デバイスの多層配線に用いられる層間絶縁膜材料には 3.0 以下の実効誘電率と

製造の各種加工プロセスに耐える高強度が不可欠である。特に多層配線の低誘電率化に最も貢

献するとみられる low-k 材料においては、材料単体として 2.4 以下の低誘電率化とともに各種プ

ロセスにおいて受けるダメージを最小限に抑えることによる強度維持が要求される。Low-k 材料の

さらなる低誘電率化のためには材料組成のみの研究開発では限界があるとみられており、Micro 

Pore を導入した Porous 構造によって低誘電率化を実現する方法が提案されている。しかし、



Ⅱ―2 

Porous 構造をもった Low-k 材料は従来の Non-Porous 構造に比べると機械的強度が明らかに

劣っており、プラズマ照射、化学的機械研磨（CMP）などの過酷な配線工程のプロセスにおいて各

種のダメージを受けることが知られている。このため、UV/EB 硬化法、低圧 CMP 研磨など従来よ

り材料にダメージを与えにくいプロセスが提案されてきている。しかし、これら一部の新しいプロセス

が組み込まれた半導体バックエンド工程に適合する材料開発の指針は、単に変更されたプロセス

について検証しただけでは不十分で、他の材料との相互作用、プロセス－プロセス間の相互作用

を考慮することが不可欠となる。即ち、このような新しい部材開発を効率よくおこなうためには、半

導体デバイス製造工程全体を俯瞰して、ナノレベルの材料－材料間、材料－プロセス間(例えば

配線材料と層間絶縁膜材料、バリアメタル材料など)の相互影響を含めて個々の材料を的確に評

価できる評価方法の開発が最も大切である。さらに、上記の材料－材料間及び材料－プロセス間

の相互影響に加え、半導体デバイスの電気特性や信頼性への影響までを一体的に評価可能な

開発支援ツール(TEG)の開発が望まれる。 

従来、多層配線形成工程に用いられる部材開発においては、パッケージ工程におけるプロセス

検証が配線工程と切り離して行われることが多かったが、高度な信頼性と機能が要求される半導

体デバイスの製造プロセスにおける材料適性の判定には、配線工程からパッケージ工程までの一

貫した部材評価基盤の構築が必要である。この配線工程後のパッケージ工程においては、パッ

ケージ自体も半導体チップの高密度実装化および高速化に対応して、多段チップ搭載パッケージ、

フリップチップパッケージが広く使用されるようになり、ウェーハ、チップの超薄化やボンディング方

式の移行に伴い、パッケージ組立プロセスやパッケージ後の信頼性試験において、これまでにない

ウェーハやチップの破壊による問題が顕在化してくることが予想される。このため、多層配線形成

工程以降の組立プロセス、パッケージ後の信頼性評価の各段階での材料－プロセス、材料－材

料間の影響評価を行い、各段階で得た知見を材料の開発設計あるいは多層配線形成工程の検

査/評価段階にフィードバックすることによって、多層配線形成工程からパッケージ工程までの一

貫した部材評価方法を確立することが大切である。 

これらの評価技術、開発支援ツール(TEG)を用い、従来、材料・プロセス個別におこなっている

部材開発に比べ抜本的な開発効率向上を実現するとともに、得られた技術的知見から高集積半

導体デバイスの多層配線等に適した信頼性のある部材の提案をおこない、提案の過程で得られ

た技術的な知見を有効に生かした部材の実用化を推進することによって、材料メーカのみならず、

装置メーカや半導体デバイスメーカにも貢献することができる。 

平成 20 年度までに、半導体材料開発に貢献する材料評価基盤を構築するとともに、半導体

に適用する部材の統合的ソリューション提案を行う。また、本プロジェクトを通して得られた基礎

データ等については、プロジェクト実施期間中にデータを体系的に整理し、幅広く社会に提供を図

る。 
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Ⅱ．2 事業の計画内容 

Ⅱ.2.1 研究開発の内容 

 

図Ⅱ.2.1.1 研究開発課題と計画 

300mm ウェーハによる半導体製造における多層配線工程からパッケージ工程までの一貫した

材料評価基盤を確立する。具体的には次世代以降に要求される半導体を製造する部材へのダ

メージ低減プロセスの検証をおこない、材料―材料間、材料－プロセス間の相互影響を含めて部

材を的確に評価できる多層配線評価技術を確立する。 

また、製造プロセス全体を俯瞰した材料とプロセスの適合性を評価し、デバイスの電気特性や

信頼性に与える影響をも評価できる実際の半導体製造プロセスに適用可能な統合部材開発支援

ツール(TEG)を開発する。 

さらにパッケージ組立プロセス、パッケージ信頼性評価の各段階での材料－プロセス、材料－

材料間の影響評価を行い、材料の評価方法の標準化を行なうとともに、各段階で得た知見を多

層配線工程の評価段階にフィードバックすることにより、配線工程からパッケージ工程までの一貫

した半導体プロセスにおいて、45nm ノード以降にも対応できる部材評価基盤を構築する。 

この部材評価基盤を活用することにより、部材の統合的ソリューション提案を行う。 

具体的には次の３項目の研究開発を実施した。 

 

（１）Low-k 材料のダメージ耐性評価方法の開発 

Low-k 材料の誘電率増加を最小限に抑えつつ強度を改善させるために、従来の熱硬化プロセ

スに加えて UV/EB 硬化プロセスを検討する。また、配線構造の表面平滑性を維持しつつスクラッ

チや膜はがれ、ボイド等のダメージを低減するために、CMP 研磨プロセス・材料を検討する。各種

Low-k 材料についてこれらのプロセス・材料を適用することによって、Low-k 材料へのプロセスダ

メージを従来プロセスと比較する。また Porous Low-k 材料と Non-porous Low-k 材料へのプロセ
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スダメージの違いを検証する。 

これらのプロセスを含む多層配線技術の妥当性を他の材料、プロセスとの相互影響を含めて

検証するとともに、45nm ノード以降にも適応できる Low-k 材料の配線構造および構造中の単体

材料の誘電率や各種の材料強度指標等を的確に評価できる評価方法を開発する。 

課題－Ⅰ Ｌｏｗ－ｋ材料のダメージ耐性評価方法の開発

・ Low-k材料のUVキュアプロセス技術を

開発し、その単層膜の物性値を把握
・ 多層配線プロセスを構築して材料の

課題を抽出

・ Low-k材料単層膜の物性値に対するUV
キュアの影響評価ができる

・ Low-k材料を用いた多層配線を作製し、

その電気特性評価ができる

・ ダメージ評価方法を高精度化する。
・ 低圧ＣＭＰプロセスを用いたダメージ

耐性評価ができる
・ 配線プロセスは、プラズマCVD、

エッチング、アッシング、Low-k材料の
直接CMPについて行なう

・ 有機ポリマLow-k材料の配線プロセス

構築と配線の電気特性の評価

・ 有機ポリマLow-k材料の配線プロセス

課題を対策し、ソリューションを提案する

目 標実 施 項 目 目 標実 施 項 目

・ Low-k材料の配線プロセスに起因する

ダメージを把握するとともに
その要因の追及

 
 

（２）統合部材開発支援ツール(TEG)の開発 

上記（１）の開発で得られる半導体プロセスでの使用条件並びに影響を受ける製造プロセスに

関する技術的知見をベースに、Low-k 材料とプロセス条件によって影響を受けるその他の材料を

TEG で評価するべき項目を決定する。これらの項目について半導体デバイス製造プロセスを経た

後に評価可能な計測回路の設計を行い、45nm ノードにも対応できる半導体材料評価 TEG の開

発を行う。 

計測回路の設計に当っては、材料評価手法の開発で得られる材料基本物性の情報と半導体

集積回路で使用される条件での信頼性を含む統合化された部材性能との対応が評価可能なもの

とするとともに、半導体製造プロセスを経た後の TEG から得られる情報が、対象となる半導体材

料の設計技術にフィードバックできる TEG を開発する。 

課題－Ⅱ 統合部材開発支援ツール（ＴＥＧ）の開発

・ 45nmノードにも対応できる半導体材料
評価用多層配線TEGのマスク設計と
TEG作製プロセスの開発

・ 最小L/S寸法80nmとし、市販TEGに

対して高精度な平坦性評価ができる
・ 断線とショートを電気的に評価してCMP

技術の性能評価ができる

・ 45nmノードに対応するCMP技術の
平坦性評価を効率的に行うTEGマスクの

設計とその検証
・ CMPにおける欠陥評価を電気的に

行うためのTEGマスクの設計とその検証

・ CMP平坦化評価TEGをディファクト

標準化する

目 標実 施 項 目

・ ２層配線プロセスを基本として最小L/S
寸法80nmとし、パッケージ用チップも

同時に作製できる
・ L/S寸法80nmで初期配線歩留り80%

以上のプロセス構築ができる

・CMPTEG利用の拡大
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（３）パッケージ工程までの一貫した材料評価方法の確立 

対象パッケージを、MCP(Multi-chip Package)を含む WBBGA(Wire-bond Ball Grid Array)、

FCBGA(Flip Chip Ball Grid Array)とし、300mm ウェーハを前提とした再配線工程、バックグライン

ド、ダイシング、ピックアップ、ボンディング、封止等の各工程において、Cu/low-k 配線を有する

ウェーハ/チップにかかる外力等に着目し、材料破壊・腐食等の評価を中心とする材料－プロセス、

材料－材料間の影響評価を実施し、評価方法を確立する。 

一方、パッケージ後の信頼性評価技術については、上記の対象パッケージにおいて、熱・応力・

水分等が材料に与える影響に着目して、リフロー、耐湿性試験、温度サイクル試験を行い、チップ

の配線層を含む各界面の剥離状況、配線層を含む材料の破壊、腐食等の評価方法を確立する。 

上記の組立プロセス、パッケージ信頼性評価の各段階で得た知見を配線工程の評価段階に

フィードバックし、配線工程からパッケージ工程までの一貫した半導体プロセスにおいて 45nm ノー

ド以降にも対応できる材料評価方法を確立する。 

 

 課題－Ⅲ パッケージ工程までの一貫した材料評価方法の確立

・ パッケージ工程において、Low-k材料や

バッファーコート材料の影響を評価

・ パッケージ工程における材料の影響を
評価するとともに、プロセス課題を抽出して、
その対策を行なう
・ 影響評価を定量化する

・ Cu/Low-k配線試料を用いて、温度
サイクル試験、PCT試験など信頼性

までの一貫評価を行い、材料の課題を
抽出する

・ ワイヤボンド型とフリップチップ型の２つ
のタイプパッケージで信頼性評価まで行い、
材料の課題とパッケージの課題を分離して
抽出できる評価方法を確立する

目 標実 施 項 目
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Ⅱ.2.2 研究開発の実施体制 

本助成事業は、ＮＥＤＯが公募によって選定した次世代半導体材料技術研究組合 

（ＣＡＳＭＡＴ）により、平成 18 年度から平成 20 年度の 3 年間にわたり実施された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次世代半導体材料技術研究組合（ＣＡＳＭＡＴ） 

（１）Low-k 材料のダメージ耐性評価方法の開発 

 

（２）統合部材開発支援ツール(TEG)の開発 

 

（３）パッケージ工程までの一貫した材料評価方法の確立 

 

 

 

 

 

 

図Ⅱ.2.2.1 実施体制図 

 

 ＣＡＳＭＡＴは、下記の国内有力材料メーカ１０社を組合員とする研究組合である。 

組合員企業：JSR 株式会社 

昭和電工株式会社（平成１９年度より） 

住友ベークライト株式会社 

積水化学工業株式会社 

東京応化工業株式会社 

東レ株式会社 

日産化学工業株式会社 

日立化成工業株式会社 

富士フイルム株式会社（平成１９年度まで） 

三菱化学株式会社（平成２０年度より） 

 

 

助成率：１／２以内 

ＮＥＤＯ 

技術開発機構 
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Ⅱ.2.3 研究開発の運営管理 

本プロジェクトでは各組合員企業に共通する次世代半導体多層配線工程のインフラを整備し、

材料評価方法及び統合的部材開発支援ツール（ＴＥＧ）を開発し、各組合員企業の材料開発に活

用した。その評価結果やデータは全組合員に原則として公開され、組合員自身がそれぞれの実力

を早く正確に知る事により、各組合員企業における開発戦略を明確にすることができた。これは結

果として、材料に対する研究開発の効率化及び選択と集中に繋げることを目指した。しかしながら、

本プロジェクトを実施したＣＡＳＭＡＴには、競合関係にある国内の有力半導体材料メーカ１０社が

参加し、組合員各社の所有する材料に関する産業財産権及び事業戦略は組合員各社に帰属す

ることを原則としているため、本プロジェクトの運営を共通プログラムと特定プログラムの 2 つに分

けることで、組合員各社の利害を調整した。 

共通プログラムは、評価基盤確立のために特定の組合員から材料が提供されるが、最終的に

一部の情報が全組合員に公開されるものである。したがって、共通プログラムの実施に当たって

は、材料を提供する組合員の機密を遵守することが極めて重要である。材料の提出、評価につい

て組合員側と十分な打合せを行って実験計画を策定し、初期評価については組合員から一時的

に派遣される研究者（協定研究員と呼んでいる）と共同で実施することによって、実験の効率向上

と問題点の早期把握に努めた。実験データをほぼそのままドキュメント化したものは、秘密情報と

して組合内で管理し、実験データを評価、解析した結果としてドキュメント化したものは、公開情報

として全組合員に発信した。評価対象材料名はコード番号で管理し、商品名や提供組合員名は

公表していない。従って組合員は、評価結果のうち、自社材料の他社材料に対する位置付けを知

ることは出来るが、他社材料についての商品名や提供組合員名を知ることは出来ない。組合員自

身が評価内容を検討することで、材料の開発指針を立案すると同時に、将来の選択と集中を促す

のが目的である。 

ＣＡＳＭＡＴの運営スキーム

次世代半導体材料技術研究組合(CASMAT)
300mmｳｪｰﾊ用最新鋭BEOL装置、組立て装置、評価設備による材料評価基盤

組合員
材料改良・開発

半導体材料市場

材料の事業展開

材料提供

材料の事業展開
デバイスメーカ
装置メーカ 等

APチーム

＋
組合員

共同研究

研究成果
（非公開）

共通ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 実習
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

施設使用
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

ｱﾌｨﾘｴｰｼｮﾝ
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

TEG
ｻｰﾋﾞｽ

評価結果
（公開） 材料評価

（ウェーハ）
ノウ・ハウ

提案材料評価
評価基盤高度化
助成事業など

研究者
統合ｿﾘｭｰｼｮﾝ

材料の事業展開

組合員

半導体材料市場

 

 

図Ⅱ.2.3.1 ＣＡＳＭＡＴの運営スキーム 
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一方、特定プログラムは、材料の早期実用化を促進するための共同研究プログラムであり、特

定の組合員とその顧客であるデバイスメーカあるいは半導体製造装置メーカが一体になった実用

化チームを形成し、提案材料の評価と組合員の改良材料の評価結果をもとに、組合との共同研

究開発契約を締結して組合の製造装置、評価機器を利用して開発材料の実用化研究を行った。

この実用化研究の結果は、特定の組合員を含む実用化チームのみが所有し、他の組合員に対し

ては全く公表されない。 

以上述べたように、本助成事業の運営を共通プログラムと特定プログラムの 2 本立てで運営

することにより、各組合員企業の秘密情報を確保しながら、共通の評価基盤を開発することが可

能な運営方法を構築した。 

ＣＡＳＭＡＴでは理事会、運営委員会、技術委員会を設置し、事業の運営管理をＣＡＳＭＡＴ外

からも監視する体制をとっている。理事会は、組合員取締役で構成され、４半期ごとに開催して、

事業の進捗状況の妥当性、重要な設備投資、運営の妥当性等の最終的な判断している。運営委

員会は、組合員の事業管理者で構成され、毎月開催し、日常的に運営状況の妥当性を判断する。

また、技術委員会は組合員の研究管理者で構成され、毎月開催し、研究進捗状況の妥当性を判

断している。また、これらの会合にはＮＥＤＯの事業推進部署からも適宜出席し、研究開発の運営

管理を行っている。 

本プロジェクトで実施した材料の評価方法やＴＥＧの開発における研究成果、組合員からの提

案材料の評価結果等については、年２回春と秋には組合員の研究者を対象として成果報告会を

開催し、成果の普及に努めてきた。また、学会など外部発表については、報告内容を精査し、組

合内稟議を経て認可を与えた。 

特許などの産業財産権については、半導体デバイスメーカでの特許部門経験を持つ弁理士を

特許アドバイザとして招聘して、特許内容を十分に吟味した上で出願を行った。 

 

Ⅱ．3. 情勢変化への対応 

Ⅱ.3.1 研究開発動向 

表Ⅱ.3.1.1 技術戦略マップによる技術の変遷 
技術戦略マッ

プ
２００５ ２００６ ２００７ ２００８ ２００９ ２０１０ ２０１１ ２０１２ ２０１３ ２０１４ ２０１６ ２０１８

2005 ８０ ７０ ６５ ５７ ５０ ４５ ４０ ３５ ３２ ２８

2009 ５２ ４５ ４０ ３６ ３２ ２８ ２２．５ １７．９

2005

2009

SiON Hf０2（+Si, N, Al) La2O3, Y2O3, ... LaAlO3

光源（波長：nm）
／方式

2009

2005

high-kゲート絶
縁膜材料

DRAMハーフ
ピッチ（ｎｍ）

193nm+RET+LFD/193nm 液浸
+RET

193nm液浸+RET+LFD193nm+RET

EUV（極端紫外光リソグラフィ）

LaAlO3など

SiON

Hf０2（+Si, N, Al)

193nm 
液浸（水）

193nm液
浸（水） w 

13.5nm EUV（極端紫外光リソグラフィ）

193nm 液浸（水） w Pitch Splitting 
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表Ⅱ.3.1.1 は、２００５年と２００９年の技術戦略マップのうち、当プロジェクトが関連する項目を

併記したものである。DRAM ハーフピッチは DRAM、フラッシュメモリ、ロジックでは区別して表記さ

れるようにはなったが数値そのものは大きな変化は無く、２００５年の延長線上の技術進歩で推移

していく。High-k ゲート絶縁膜では、SiON 膜が当初の予定より延命し２００９年でも使われている

が、Hf 系、La 系へ移行していく大きな流れは変化が無い。光源も液浸の技術開発が進んだことに

より EUV への移行時期が遅くなっては来ているが、液浸の限界も見えてきていることから２００５年

のスケジュールと根本的な違いは見られない。総じて古くなると見られていた技術が技術革新によ

りの限界が向上した事により新技術の導入時期がずれては来ているが大きな潮流の変化は少な

い。この要素技術よりも、三次元化や MEMS の応用が当初の予想以上に進んでいる。この分野

は、本プロジェクトが関与する分野の技術が応用できることにより派生技術として有効活用する事

を視野に入れる必要が生じてきている。 

 

Ⅱ.3.2 半導体業界動向 

半導体業界はこのプロジェクトが進められて来ている間に大きく変化した。表Ⅱ.3.2.1 我が国

半導体企業の世界的位置付けとして半導体企業の売り上げをまとめたものである。「ものづくり２０

０３」のデータでは、日本の大手が世界の半導体業界の上位を担っており、世界の半導体業界の

主流をなしていた。「ものづくり２００９」のデータでは、日本企業は２社に減っており売り上げに占め

る割合も減ってきている。図Ⅱ.3.2.1 には、「ものづくり２００９」より抜粋した総合電機各社の半導

体事業再編の図である。このプロジェクトが行われている間、半導体業界の再編の動きは非常に

大きなものがあった。多くの企業がメモリから撤退したのを始め統合化の動きも活発であった。シス

テム LSI も更なる動きがある。 

 

表Ⅱ.3.2.1 我が国半導体企業の世界的位置付け 

企業名  国 売上高（億円） 企業名  国 売上高（億円）

1 日立 日 81,918 1 Intel 米 37,275

2 東芝 日 56,558 2 Samsung 韓 22,568

3 NEC 日 46,950 3 東芝 日 13,035

4 富士通 日 46,176 4 Texas Instruments 米 12,978

5 サムスン 韓 40,512 5 Infi neon Technologies 独 11,242

6 フリップス 蘭 36,593 6 STMicroelectronics 伊・仏 10,991

7 三菱 日 36,391 7 Hynix Semiconductor 韓 10,035

8 インテル 米 32,117 8 ルネサステクノロジ 日 8,824

9 モトローラ 米 32,015 9 AMD 米 6,489

10 TI 米 10,060 10 NXP 米 6,472

11 STマイクロ 伊・仏 7,524

12 インフィニオン 独 5,988

備考：１．世界半導体出荷シェア（ガートナーデータクエスト）による

ものづくり白書２００３（経産省） ものづくり白書２００９（経産省）

 

2003：企業全体の売上              2009：当該産業の売上 
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ものづくり白書２００９（経産省）より抜粋 

図Ⅱ.3.2.1 総合電機各社の半導体事業再編 

 

材料評価専用TEG（Test Element Group）材料評価専用TEG（Test Element Group）

イ社イ社

ロ社ロ社

ハ社ハ社

ニ社ニ社

イ社イ社

ロ社ロ社

ハ社ハ社

ニ社ニ社

デバイス・装置メーカ（企業数減少） 半導体材料メーカ

A社

B社

業界としての対応

・効率的な開発

・各社の優位性を生かす開発

開発材料の事前評価

材料とプロセス
データの提供

評価期間短縮評価期間短縮

世界一の開発材料評価専用ライン世界一の開発材料評価専用ライン

業界をまとめる組織

Selete

情報交換

Selete

情報交換

評価基準書

共通評価TEGの提案

提案
評価基準書

共通評価TEGの提案

提案提案

更なる
評価期間短縮

更なる
評価期間短縮

ＣＡＳＭＡＴ
材料評価センタ

ＣＡＳＭＡＴ
材料評価センタ

世界で唯一の材料メーカー結集体

 

図Ⅱ.3.2.2 情勢変化への対応 

 

半導体材料業界は、まだこの再編の波は押し寄せてはいないがユーザ企業の影響を受けるこ

とは十分に考えられることである。この際、市場原理にのっとって再編の波をこうむるか、各社の優

位点を活かし、半導体材料業界として対処することができるのかは今後の課題となる。後者の道
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を選択する場合、本プロジェクトのように半導体材料業界が結集して、半導体材料の評価基盤を

確立して業界として対応することは有効な対抗手段と思える。また、この業界をまとめる場を提供

することは国家の仕事としても重要な役割を演ずる。更に、新たに求められる役割としては、業界

を代表する組織として、デバイス・材料メーカへの積極的な提案と考えられる。本プロジェクトの成

果である評価方法を取りまとめた評価基準書を公開しているが、これをデバイス・材料メーカに提

案し、理解を得ることにより材料評価を共通の認識行うことにより評価期間を短縮することが可能

と考えられる。また、同様に本プロジェクトの成果である材料評価専用 TEG をデバイス・材料メー

カへ公開することにより、共通の評価を行っていくことも可能である。 

これらは、材料メーカとデバイス・材料メーカとの開発プロセスを省略することができ効率的な開

発が可能となる。 

 

Ⅱ.3.3 MIRAI PJ との連携について 

世の中の技術開発動向を把握するためには、Selete やＭＩＲＡＩなど他のコンソーシアムや研究

団体との連携が大切である。産業技術総合研究所と Low-k 材料の基本物性評価技術開発（空

孔構造の評価・解析）を共同で実施することで、計測技術の実用化と標準化の加速度的推進を

図った。また、Selete と NDA を締結し、それぞれのプロセス装置や計測装置を用いた Low-k 材料

の評価を実施して情報交換をおこない、材料評価のあるべき姿について議論を進めてきた。 

H18 年 6 月には MIRAI_PJ で使用していた CVD 装置(NEDO 資産)を産業技術総合研究所より

借用し、porous Low-k 材料のポアシールや新しい保護膜の開発に役立ててきた。 

 

Ⅱ．4. 評価に関する事項 

NEDO は、国の定める技術評価に係わる指針及び NEDO が定める技術評価実施要領に

基づき、技術的及び実用化の観点から、研究開発の意義、目標達成度、成果の技術的意義

並びに将来の産業への波及効果等について、事後評価を平成 21 年度に実施する。なお、評

価の時期については、当該研究開発に係る技術動向、政策動向や当該研究開発の進捗状

況に応じて、前倒しする等、適宜見直すものとする。 
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Ⅲ．研究開発成果について 

Ⅲ．1 事業全体の成果 

Ⅲ.1.1 成果の概要 

本プロジェクトは、「半導体デバイスにおける多層配線の評価技術とパッケージ工程までの一貫した評価

基盤の確立」を目的として、平成１８年度から平成２０年度の３年間実施した。研究開発成果の概要は以下

の通りである。 

 

課題－I Low-k 材料のダメージ耐性評価方法の開発 

①300mm ウェーハ、45nm ノード対応の Low-k 材料の UV キュア技術を開発し、多層配線試作による

材料評価を可能とした。 

②Low-k 材料のダメージ評価に関して、膜厚測定の高精度化を図り、プラズマ CVD 堆積、加工用プラ

ズマ照射、低圧 CMP などの耐性評価を可能とした。 

③ウェーハレベルでの信頼度評価を行い、Low-k 材料が受ける影響の大きい環境試験項目とその時

の測定項目を把握した。 

④有機ポリマーLow-k 材料を用いた多層配線の得失を明らかにし、プロセス課題を解決してソリュー

ション提案を行った。 

課題－II 統合部材開発支援ツール（TEG）の開発 

①最小 L/S 寸法 80nm の 2 層配線 TEG マスクを設計し、配線の初期電気的特性および信頼性の評

価が可能であることを検証した。 

②２層配線 TEG マスクでは、３種類の異なる面積を持つパッケージ用チップの取得を可能とした。 

③多層レジストプロセスの開発により、L/S 寸法 80nm の配線歩留まり 80％以上のベンチマークの基

準プロセスを確立し、Low-k 材料の評価を可能とした。 

④最小 L/S 寸法 80nm で CMP の平坦化評価のため専用 TEG マスクを設計し、それを用いた CMP

性能評価により、スラリなどの材料評価を可能とした。 

⑤CMP ダメージ測定を電気的に効率良く行うため、欠陥評価専用 TEG マスクを開発し、欠陥レベル

0.1 個/cm2 での材料影響評価を可能とした。 

課題－III パッケージ工程までの一貫した材料評価方法の確立 

①２層配線 TEG を用いて、Low-k やバッファーコート材料の影響を受けやすいパッケージ工程を選択

し、材料影響の評価を可能とした。 

②Low-k 材料を含む単純積層構造のチップを用いたワイヤボンド型の QFP の信頼度試験により

Low-k 材料のパッケージ耐性評価を可能とした。 

③２層配線 TEG チップを用いて、ワイヤボンド型の MCP の信頼度までの一貫評価により、Low-k やバ

ッファーコート材料の評価を可能とした。 

④２層配線 TEG チップを用いて、フリップチップ型の WLP の信頼度までの一貫評価により、Low-k や

バッファーコート材料の評価を可能とした。 

⑤２層配線 TEG チップを用いて、フリップチップ型で FCLGA などのパッケージでの信頼度までの一貫

評価を実施して材料影響を評価した。 
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Ⅲ.1.2 個々の研究目標と達成度 

 個々の課題については、研究目標を設定してその達成に努めた。 

研究目標とその達成度、達成内容は以下の通りである。 

 

課題－I Low-k 材料のダメージ耐性評価方法の開発 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標 達成度 達成内容 

・Low-k材料単層膜の物性値に対する ＵＶ

キュアの影響評価ができる。 

・Low-k材料を用いた多層配線を作成し、そ

の電気特性評価ができる。 

 

 

◎ 

・比誘電率2.2以下の材料を含む種々のLow-k

材料のＵＶキュア条件を設定し、その物性値、

多層配線の電気特性評価を実施して、基準プ

ロセスを確立した。 

・ダメージ評価方法を高精度化する。 

・低圧ＣＭＰプロセスを用いたダメージ耐性

評価ができる。 

・配線プロセスは、プラズマＣＶＤ，エッチン

グ、アッシング、Low-k材料の直接ＣＭＰに

ついて行なう。 

 

 

 

◎ 

・比誘電率評価のため、膜厚測定をXRR法で

高精度化した。 

・1psi以下の低圧力でLow-k材料のダメージ評

価を実施し、研磨圧力の差による研磨性能の

違いを定量的に検証した。 

・種々のLow-k材料のプロセス影響を評価し、

その要因を検討してプロセス条件を最適化し

た。 

・有機ポリマーLow-k材料の配線プロセス

課題を対策し、ソリューションを提案する。 

 

◎ 

・密着性の課題を極薄Ti膜挿入で解決し、学会

などで報告した。 
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 課題－II 統合部材開発支援ツール（TEG）の開発 

 

 

課題－III パッケージ工程までの一貫した材料評価方法の確立 

目標 達成度 達成内容 

・パッケージ工程における材料の影響を評

価するとともに、プロセス課題を抽出して、

その対策を行なう。 

 

◎ 

・パッケージ工程の中で、材料の影響が大きい

ダイシング、ダイボンド、ワイヤボンドの各工程

での評価を定量的に実施し、プロセス条件を最

適化した。 

・ワイヤボンド型とフリップチップ型の２つの

タイプパッケージで信頼性評価まで行い、材

料の課題とパッケージの課題を分離して抽

出できる評価方法を確立する。 

 

 

◎ 

・２層配線TEGチップを用いて、ワイヤボンド型

のＭＣＰの信頼度までの一貫評価により、

Low-kやバッファーコート材料の信頼性への課

題を抽出した。 

・２層配線TEGチップを用いて、フリップチップ

型のＷＬＰやその他のパッケージで信頼度まで

の一貫評価により、Low-kやバッファーコート材

料の信頼性への課題を抽出した。 

 

 

 

 

 

 

目標 達成度 達成内容 

・２層配線プロセスを基本として最小L/S寸

法80nmとし、パッケージ用チップも同時に作

製できる。 

・L/S寸法80nmで初期配線歩留まり80％以

上のプロセス構築ができる。 

 

 

◎ 

・ ３ 種 類 の パ ッ ケ ー ジ チ ッ プ を 含 み 、 最 小

L/S80nmの多層配線TEGを設計し、その機能

を検証した。 

・多層レジストプロセスを開発し、L/S寸法80nm

で80％以上の歩留まりを達成した。 

・最小L/Ｓ寸法80ｎｍとし、市販TEGに対し

て高精度な平坦性評価ができる。 

・断線とショートを電気的に評価してＣＭＰ技

術の性能評価ができる。 

 

 

◎ 

・最小L/S80nmのＣＭＰ平坦性評価TEGを設計

し、その機能を検証した。 

・ＣＭＰの欠陥評価が可能な大面積のL/Sパタ

ーンを設計し、欠陥レベル0.1個/cm2の評価レ

ベルを検証した。 

・ＣＭＰ平坦化評価TEGをディファクト標準化

する。 

 

○ 

・種々の学会や委員会での広報活動を行い、

外部からのTEGサービスの引合いが徐々に増

加傾向にある。 
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Ⅲ.1.1.3 材料評価基準書 

 これらの研究成果は、材料種、評価レベル別に１５６通におよぶ材料評価基準書として整理し、 

組合員に公開した。また、年間３回の成果報告会を開催、組合員に対して研究内容とその成果を 

報告して議論した。 

 

1

材料評価基準書

分 野
評価ﾚﾍﾞﾙ レベル１ レベル２ レベル３ レベル４ レベル５ トータル

(単層膜) (複数工程) (１層配線) (多層配線) (信頼度)

Low-k材料

CMP関連材料

バッファーコート膜

BGテープﾞ､DCテープ

PKG一貫評価

プロセスフロー

５ １５ ３ １ １５ ３９

４ １１ ９ ー ー ２４

２ ４ ９ ー ３ １８

３ ー ー ２ ー ５

１ ー ー ー ３５ ３６

ー ９ １３ ８ ４ ３４

１５６

材料評価基準書は、上記の分野の他にマスク説明書および電気測定法を準備する

CASMATⅡにおける評価基準書の件数

 
 

評価基準書の数例をⅢ.３．成果資料の例に掲載した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 III- 5

Ⅲ.1.1.4 成果の普及 

 研究の過程で得られた知見から、２６件の特許を出願した。 

また、研究成果を論文化して学会や業界紙に投稿した。 

Nano-tech などの展示会に出展して一般外部向けに成果をＰＲするとともに、平成１８年と平成２０年には、

半導体デバイスメーカ、半導体装置メーカ、組合員以外の材料メーカを対象とした研究成果報告会を開催

して、成果を報告し、業界からの意見を求めた。 

 

２４４００５平成20年度

１２７００１０平成19年度

３５４００11平成18年度

その他査読付ＰＣＴ出願外国国内

外部発表
（展示会
など）

論文特許出願
項目

年度

年度毎の特許、論文、外部発表件数

 

 

 

各年度の特許内容と、外部発表論文内容は参考資料 5 に掲載した。 
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Ⅲ.1.1.5 研究開発成果の意義 

 本研究開発成果である評価技術、開発支援ツール（TEG）を用いることによって、従来、材料・プロセス個

別におこなっている部材開発に比べ抜本的な開発効率向上を実現するとともに、得られた技術的知見から

高集積半導体デバイスの多層配線等に適した信頼性のある部材の提案をおこない、 

提案の過程で得られた技術的な知見を有効に生かした部材の実用化を推進することによって、材料メーカ

のみならず、装置メーカや半導体デバイスメーカにも貢献する事ができた。 

研究開発成果の意義

・ 300mm、45nmノード対応の先端プロセスで材料評価

・ 独自にＴＥＧマスク設計、その電気特性の測定・解析環境

市場競争力の強化・シェア拡大

ﾃﾞﾊﾞｲｽﾒｰｶ依存体質から脱却

評価と材料開発の短ＴＡＴ化 競合ﾒｰｶ材料を同一基準で評価

統合部材ソリューション提供

材料評価結果に基づく事業戦略決定

材料開発効率の飛躍的向上

半導体デバイス、製造装置の開発効率向上

材料の実用化加速

材料実用化のための共同研究開発

半導体業界

材料開発 材料ビジネス

・ BEOLからパッケージでの信頼性まで一貫評価
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Ⅲ．２．研究開発項目毎の成果 

 

本プロジェクトの目標を達成するために設定した研究開発項目は以下の通りである。 

（１）Low-k 材料のダメージ耐性評価方法の開発 

（２）統合部材開発支援ツール(TEG)の開発 

（３）パッケージ工程までの一貫した材料評価方法の確立 

以下本節では、組合員から提供された材料を用いて、その材料評価、あるいは評価方法の開発など結

果について述べるが、それぞれの材料に関する組合員の営業機密を確保するため、材料はコード番号で

表記する。提案元の組合員は自社材料を識別できるが、他社材料に対しては、その提案元が特定できな

い仕組みとした。 

評価した材料は 1,481 種類で、内訳は以下の通り： 

Low-k 材料   116 

CMP スラリ  1007 

反射防止膜   316 

バッファーコート 37 

バックグラインドテープ ５ 

 評価結果の内容をまとめて、組合員に報告した技術情報は 139 報であった。 

各種材料を評価して得られた知見に基いて作成した材料評価基準書は 156 報である。 

（Ⅲ章 Ⅲ.1.1.3 参照） 

また特許 26 報、外部への研究論文 26 報であった。（Ⅲ章 Ⅲ.1.1.4 参照） 

評価方法開発成果の一部を、研究開発課題ごとに要約して以下に示す。 

また、Ⅲ章の最後に、評価基準書の例をⅢ.３．成果資料の例として添付する。 
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Ⅲ. 2.1 Low-k 材料のダメージ耐性評価方法の開発 

Low-k 材料の誘電率増加を最小限に抑えつつ強度を改善させるために、従来の熱硬化プロセスに加え

て UV/EB 硬化プロセスを検討する。また、配線構造の表面平滑性を維持しつつスクラッチや膜はがれ、ボ

イド等のダメージを低減するために、CMP 研磨プロセス・材料を検討する。各種 Low-k 材料についてこれら

のプロセス・材料を適用することによって、Low-k 材料へのプロセスダメージを従来プロセスと比較する。ま

た Porous Low-k 材料と Non-porous Low-k 材料へのプロセスダメージの違いを検証する。 

これらのプロセスを含む多層配線技術の妥当性を他の材料、プロセスとの相互影響を含めて検証すると

ともに、45nm ノード以降にも適応できる Low-k 材料の配線構造および構造中の単体材料の誘電率や各種

の材料強度指標等を的確に評価できる評価方法を開発する。 

 

Ⅲ. 2.1.1 UV キュアによる Low-k 膜特性評価 

 下記のＵＶアニール装置を導入し、ＵＶキュアによる porous Low-k 材料の膜特性を評価することによって、

材料ごとに最適なプロセス条件を検討した。ＵＶ光源は対象材料によって３つの中から選択する事ができる。

ＵＶ波長帯域はいずれも 200－400nm である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１．UV キュア装置仕様図 Ⅲ. 2.1.1.1 UV キュア装置仕様 
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・UV キュア時間依存性の Low-k 材料比較（初期膜厚 100nm） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 Ⅲ.2.1.1.2．膜物性の UV キュア時間依存性の Low-k 材料比較 (左図：弾性率、右図：比誘電率)  

 

・弾性率増加： (大) E11102、E11051、E11030 (小) 

・比誘電率の最小値： (小) E11030、E11051、E11102 (大) 

・ 弾性率増加に対する UV キュア感度：（大） E11102、E11051、E11030 （小） 

UV キュア技術の目的は Low-k 材料の機械強度（≒弾性率）の向上であるが、評価結果（図 2.1.1.2）を見

る限り、弾性率はキュア時間に伴って増加を続ける為、キュア時間を設定する根拠がみつからない。よって

今回は弾性率増加を前提条件とし、①k 値、②キュア時間、の面から提案 Low-k 材料の配線試作用時の

基準キュアプロセスを表Ⅲ.2.1.1.1 に示す内容に設定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 Ⅲ.2.1.1.3 Low-k 材料の比誘電率と弾性率の関係 

（ref.1:E11030, ref.2:E11019, ref.3:E11020  いずれも初期膜厚 150nm、なお全て SOD 焼成炉を用いた

熱キュアプロセスで成膜。キュア条件は各材料の基準キュアプロセスを使用） 
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表Ⅲ.2.1.1.1 UV キュア用 Low-k 材料の基準仕様 

 E11030 E11051 E11102 

UVランプ RC-02 RC-08 RC-08 

キュア時間(min) 6 6 3 

キュア温度(℃) 400 400 400 

膜シュリンク率(%) 7.5 5 10 

 

＜まとめ＞ 

組合員材料メーカから提供される 45nm ノード対応の膜厚の Low-k 材料を、平成１８年度に導入した広

域波長の UV アニール装置を用いて硬化し、Low－k 材料の機械強度と誘電率の変化について従来の熱

硬化と比較した。Low－k 材料単膜では、UV キュアにより誘電率上昇を抑えながら機械的強度を相当大き

く向上できるが、その効果は材料依存性があり、また処理条件にも依存することがわかった。 
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Ⅲ. 2.1.2 ＵＶキュア Low-k を用いた配線特性 

 本評価では、Low-k 膜の高強度化を目指したＵＶキュアプロセスに関して、ＵＶキュア時間の配線電気特

性への影響を調べることにより、Low-k 材料およびプロセスの課題を抽出することを目的とする。Low-k 材

料としては、UV キュアに対する感度が高く、UV キュア時間によって大きく膜物性が変化する E11105 と

E11097 を使用した。UV キュア装置は、アクセリシス社の Rapidcure 320FC、キュア条件は以下の通りであ

る。 

・光源(バルブ) ： RC-08 （波長はブロードバンド）  

・ステージ温度（キュア温度）：400℃    

・キュア時間：50 秒、2 分 50 秒、8 分   

 以降、50 秒を「短時間キュア」、2 分 50 秒を「基準条件」、8 分を「長時間キュア」と記載する。なお、表Ⅲ. 

2.1.2.１に UV キュア時間と膜物性の関係を示す。   

表Ⅲ. 2.1.2.１．E11105（E11102）の UV キュア時間と膜物性 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※表中の UV キュア時間は E11102(膜厚 150nm)用の条件であり、E11105（膜厚 100nm）では、同じ

膜シュリンク率を得るキュア時間は 50 秒、2 分 40 秒、8 分となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ. 2.1.2..1 E11105 での UV キュア時間と IV 特性の関係 
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Ⅲ. 2.12.1 配線構造と配線試作フロー 

      図Ⅲ. 2.12.2 に示す 2 層配線構造を作製する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ. 2.12.2 層配線構造と配線試作フロー 

 

Ⅲ. 2.12.2 評価方法 

・配線断面 TEM 観察から、配線形状や絶縁膜の膜厚が設計した通りに仕上がっているかを確認する。

また、絶縁膜中にボイドや、メタル浸透などの異常がないかを確認する。 

・配線抵抗から、微細化による配線の問題がないかを L/S=90nm/90nm を中心に確認する。 

・配線間 IV 測定から、くし型配線の配線形成に問題がないか、絶縁性が保たれているかを

L/S=90nm/90nm を中心に確認する。 

・配線間容量から、特に配線間絶縁膜に問題がないかを L/S=90nm/90nm を中心に確認する。 

・配線抵抗（R）と配線間容量（C）の積（RC 積）を p-SiOC の 1 層配線と比較し、Low-k 材適用による容量

低減効果を確認する。 

 

Ⅲ. 2.12.3 測定結果 

（１）E11105 を用いた 2 層配線の配線形状 断面 TEM 観察  

図Ⅲ. 2.12.3 は UV キュア時間を変更した各水準の 2 層配線の断面写真を示す。 

＜配線形状に関して＞（図Ⅲ. 2.12.3、表Ⅲ. 2.12.2２） 

・E11105 のキュア時間を変更したが、全ての条件において M2 配線はミドルエッチストッパー層で止まっ

ており、ほぼ設計通りの寸法および形状である。 

・UV キュア時間と配線間容量および配線間 IV 特性への UV キュア時間の影響を評価するのに適した配

線が形成されている。 

・全てのキュア時間において、メタル等の染込みやボイド等は起こっておらず、配線間絶縁膜に異常はみら

れない。 
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図Ⅲ. 2.12.3 2 層配線の断面 TEM 写真（くし型 TEG、L/S=90nm/90nm、M2 配線、チップ座標(x,y=3,5：ウエ

ハミドル位置） 

 

表Ⅲ. 2.12.2．TEM 写真から算出した配線寸法 

 

 

 

 

 

（２）配線抵抗測定結果 

  各キュア条件について、L/S=90nm/90nm と 180nm/180nm の配線抵抗の累積度数分布を図Ⅲ. 2.12.4

に示す。 
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図Ⅲ. 2.12.4 配線抵抗と UV キュア時間の関係（左図：M1 配線、右図：M2 配線） 

 

 

・図Ⅲ. 2.12.4 の結果から、ウェーハ全面(64 チップ）にてバラツキが少ない状態で配線が形成されているこ

とがわかる。 

 

（３）配線間 IV 特性測定結果 

各キュア条件について、L/S=90nm/90nm の配線間 IV 特性を図Ⅲ. 2.12.5 に、L/S=180nm/180nm の

配線間 IV 特性を図Ⅲ. 2.12.6 に示す。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ. 2.12.5 配線間 IV 特性と UV キュア時間の関係 （L/S=90nm/90nm） 
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図Ⅲ. 2.12.6 配線間 IV 特性と UV キュア時間の関係 （L/S=180nm/180nm） 

 

・M1 よりも M2 で絶縁破壊が起こりやすい。 

・M2 では、UV キュア時間が長い方が、絶縁破壊が起りにくい傾向があり、「長時間キュア」では、今回測定

した最高電界強度である 5MV/cm でも絶縁破壊はほとんど起こらない。 

・低電界で絶縁破壊を起こすチップ数は配線間隔が広くなると少なくなることがわかるが、M1 よりも M2 の

方が絶縁破壊を起こしやすいこと、UV キュア時間が長いほど絶縁破壊が起こりにくいという傾向が変わ

らないことから、プロセスのみならず Low-k 膜の膜物性の違いも影響していると思われる。 

 

（４）配線間容量測定結果 

  各キュア条件について、L/S=90nm/90nm と 180nm/180nm の配線間容量の累積度数分布を図Ⅲ. 

2.12.7 に示す。 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ. 2.12.7 配線間容量と UV キュア時間の関係（左図：M1 配線、右図：M2 配線） 
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・図Ⅲ. 2.12.7 の結果から、ウェーハ全面(64 チップ）にてバラツキが少ない状態で配線間容量が測定されて

いることがわかる。 

 

（５）RC 積の算出と p-SiOC との比較 

各キュア条件について、L/S=90nm/90nm、130nm/130nm、180nm/180nm の RC 積の累積度数分布を

図Ⅲ. 2.12.8 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ. 2.12.8．RC 積と UV キュア時間の関係（左図：M1 配線、右図：M2 配線） 
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L/S=90nm/90nm の RC 積は 3%大きくなる。 

・しかしながら、測定結果では UV キュア時間が長いほど RC 積は小さくなっており、単層膜の比誘電率と逆

の傾向を示す結果が得られた。 
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・次に、E11105 の長時間キュア（k=2.57）と p-SiOC(k=3.0)の比較を M1 の RC 積を用いて行った結果を図Ⅲ. 

2.12.9 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ. 2.12.9．RC 積と E11105 の UV キュア時間の関係、および p-SiOC との比較（左図）とシミュレーション

結果（右図）  （対象は M1 配線） 

 

・シミュレーションでは E11105 の長時間キュアの方が p-SiOC より RC 積が 7%低減される。測定結果は

L/S=90nm/90nm で 6.5%低減、L/S=180nm/180nm で 11%低減されており、配線形成後でも膜の Low-k によ

る配線間容量低減効果は得られていることがわかる。 

・シミュレーションと実測との差はプロセス上のダメージの影響を表していると考えられるが、RC 積は配線

の寸法や形状の影響を受けることがわかっているため、この差を詳細に議論するには更なる解析が必要

と思われる。 

 

＜まとめ＞ 

・基準材料 p-SiOC より RC 積（配線抵抗＊配線間容量）が低減されたことから絶縁膜 Low-k 化の有用性

は確認できたが、UV キュア時間の影響に関しては単層膜 k 値とは異なる傾向となった。単層膜と配線

試作でのプロセスの違い、例えば配線形成時のプロセスダメージや下層膜への UV 透過によるキュア効

率の変化など、更なる解析が必要と思われる。 

・配線間 IV 特性を取得した結果、M1 よりも M2 で絶縁破壊が起こりやすく、M2 では UV キュア時間が短い

ほど絶縁破壊が起こりやすいという傾向が確認された。 

現象把握のためには更なる解析や検証実験が必要ではあるが、今回の TEM 写真から M2 絶縁破壊は

ビア層 Low-k 膜の膜質の違いが関係している可能性が考えられる。 

 

・UV キュア感度が高い材料であるため、特性ばらつきや配線間容量の増大に着目して配線試作評価を行

ったが、加工バラツキは少なく、形状も良好な配線を形成できることがわかった。 
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また、配線間容量については長時間キュアによる容量増加も検出されなかった。配線間 IV 特性評価に

おいては UV キュア時間が長いほど絶縁破壊が起こりにくい傾向が確認された。良好な配線絶縁特性を得

るには、単層膜評価で設定した基準条件より長くキュアする方が良いと思われる。 

・UV 硬化型 Low-k 材料を用いた配線の電気特性では、２層目以降の配線耐圧が向上することがわかっ

た。 
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Ⅲ. 2.1.3 UV 光源の影響評価 

UV 硬化反応機構は材料組成と UV 波長の依存性が高いことから、材料開発指針を発信するためには単

一波長の UV による Low-k 材料硬化特性を把握する必要が生じた。このため 222nm 単一波長の UV アニ

ール装置を導入して、材料組成による 200－400nm 広域波長 UV アニールとの比較検討をおこなった。 

Low-k 膜 UV キュア時の UV 光源の波長（スペクトル）が UV キュア特性に及ぼす影響を Low-k 膜単層レベ

ルで評価した。 

ＵＶアニール装置： 

アクセリス社   Rapidcure 320FC  200-400nm（ブロードバンド） 

ＳＰＬ社 SPX300       222nm 単一波長光源 

UV キュア時の UV 光源スペクトル、UV キュアでの照射エネルギー、UV キュア時のウェーハ温度をパラメ

ータとして単層レベルで下記の評価を行なった。 

   ・比誘電率 

・膜シュリンク率（収縮率） 

・I-V 特性 

・弾性率 

   ・膜表面状態（親水性、疎水性） 

（１）比誘電率 

 ウェーハステージ温度 400℃での比誘電率の UV 照射量依存性を図Ⅲ. 2.1.3.1 に示す。 また SPX300 装

置で UV 照射を行わず 400℃熱工程だけを行った場合の測定点を“FC”(Furnace Cure の略)として図Ⅲ. 

2.1.3.1 に示す。 UV 照射量の増加に従い比誘電率が低下していくことが分かる。 

誘電率のUV照射量依存性
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図 Ⅲ. 2.1.3.1 比誘電率の UV 照射量依存性 

 

（２）膜シュリンク率 

ウェーハステージ温度 400℃での膜シュリンク率の UV 照射量依存性を図Ⅲ.2.1.3.2 に示す。 また

SPX300 装置で UV 照射を行わず 400℃熱工程だけを行った場合の測定点を“FC”として図Ⅲ.2.1.3.2 に示

す。 ブロードバンド（Rapidcure 320FC）では UV 照射量の増加に従い膜シュリンク率は増加していくのに対
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し、222nm 単一波長(SPX300)での膜シュリンク率は小さく飽和傾向であることが分かる。 

図Ⅲ. 2.1.3.2 膜シュリンク率の UV 照射量依存性 

 

 膜シュリンク率の UV キュア時の試料温度依存性（アレニウスプロット）を図Ⅲ. 2.1.3.3 に示す。 アレニウ

スプロットから得られる活性化エネルギーは UV 波長依存性があることが分かる。 

図Ⅲ. 2.1.3.3 膜シュリンク率の試料温度依存性（アレニウスプロット） 
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（３）I-V 特性 

 水銀プローバで測定した Low-k 膜(E11097)I-V 特性の UV キュア条件依存性を図Ⅲ.2.1.3.4 に示す。UV

キュアによりリーク電流が最少となる印加電圧が負電圧方向にシフトしてはいるものの UV キュアの光源、

照射量依存性は少ないことが分かる。 

図Ⅲ. 2.1.3.4 Low-k 膜 I-V 特性の UV キュア条件依存性 

 

（４）弾性率 

 UV 照射量 11400mJ/cm2、ウェーハ温度 400℃で UV キュアを行った Low-k 膜(E11097)のナノインデンテ

ーション法による弾性率測定結果を図Ⅲ.2.1.3.5 に示す。 測定試料には Si 基板が弾性率測定に及ぼす影

響を低減するため膜厚は厚い方が望ましい。 本評価基準書では膜厚を 180nm とし、また弾性率算出の

膜表面からの深さは膜厚の1/10とする。 UVキュアの光源によらず弾性率は１３GPa程度と大きな違いが

ないことが分かる。 
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図Ⅲ. 2.1.3.5 弾性率の UV 照射波長依存性測定データ（ナノインデンテーション法） 

 

（５）膜表面状態（親水性、疎水性） 

 UV キュアの光源、試料温度が Low－ｋ膜(E11097)表面状態に及ぼす影響を膜表面に滴下した 10μℓ の

直径を測定することにより評価する。図Ⅲ.2.1.3.6 に示したように膜表面に滴下した水滴の直径は親水性が

増すにつれて大きくなる。 測定結果を図Ⅲ.2.1.3.6 に示すが、UV 照射量、UV キュア時の試料温度増加に

より水滴の直径が小さくなり、このことは膜表面の疎水性が高まることを示している。 

図Ⅲ.2.1.3.6 Low-k 膜(E11097)表面状態の UV 照射量、UV キュア時の試料温度依存性 
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アニールと同程度まで低下し、UV 波長によって膜の親水性が異なる事が明らかになった。 
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Ⅲ. 2.14 UV キュアによる積層膜への応力影響の評価 

従来の成膜技術である熱キュアプロセスに比べて、UV キュアはキュアの温度や時間の変化に伴って膜

シュリンク率が大きく増加する。膜シュリンク率の増加により引張り応力が増加して、膜の剥離やクラックが

発生したり、チップの信頼性が低下することが懸念される為、膜応力や反り量に及ぼす UV キュアの影響を

評価する。材料としては、UV キュアに対する感度が高く、UV キュア時間によって大きく膜物性が変化する

E11105（ポーラス MSQ、k=2.4）と E11097(ポーラス MSQ、k=2.3)を使用した。 

・E11105 の UV キュア条件 

・光源(バルブ) ： RC-08 （波長はブロードバンド）  

・ステージ温度（キュア温度）：400℃    

・キュア時間：50 秒、2 分 50 秒、8 分   

以降、E11105 に関しては、50 秒を「短時間キュア」、2 分 50 秒を「基準条件」、8 分を「長時間キュア」と記

載する。   

・E11097 の UV キュア条件 

・光源(バルブ) ： RC-08 （波長はブロードバンド）  

・ステージ温度（キュア温度）：400℃    

・キュア時間：1 分、6 分、30 分   

以降、E11097 に関しては、１分を「短時間キュア」、6 分を「基準条件」、30 分を「長時間キュア」と記載する。  

Low-k 膜物性の UV キュア時間依存性を表Ⅲ.2.1.4.１に示す。 

 

表Ⅲ.2.1.4.1 Low-k 材料の UV キュア時間と膜物性 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※なお、E11105 は膜シュリンク率が大きいため、膜厚仕様が 150nm の E11102 と 100nm の E11105

で UV キュア時間を変更した。表中の UV キュア時間は E11102(膜厚 150nm)用の条件であり、E11105

（膜厚 100nm）では同じ膜シュリンク率を得るキュア時間は 50 秒、2 分 40 秒、8 分となる。 

 

Ⅲ. 2.14.1 評価サンプル構造 

＜積層膜のサンプル構造＞ 

実配線での影響を把握するため、実際に 2 層配線を試作する際の膜厚で積層膜サンプルを作成する。 

1min 3min 10min 1min 6min 30min

短時間
キュア

基準条件
長時間
キュア

短時間
キュア

基準条件
長時間
キュア

膜シュリンク率 % エリプソメトリー 4 10 20 2 5 11

誘電率 水銀プローブ法 2.40 2.42 2.57 2.47 2.33 2.33

リーク電流(3MV/cm) e-9A/cm2 水銀プローブ法 21.0 4.1 1.2 4.0 1.8 1.2

弾性率 GPa ﾅﾉｲﾝﾃﾞﾝﾃｰｼｮﾝ法 6.2 9.4 13.8 6.6 8.3 13.1

応力 MPa 室温、反り測定 96 - 88 25 42 69

青字：膜厚150nm(E11102)での物性値。　　黒字：膜厚100nm(E11105)での物性値。

機械
特性

電気
特性

E11097
(ポーラスMSQ)

提案材料（膜厚：100nm) unit 評価方法

UVキュア時間(400℃_XXmin）

E11105
(ポーラスMSQ)
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図Ⅲ.2.1.4..1 評価サンプルの構造 ＜積層膜＞ 

 

＜2 層配線の配線構造＞ 

   基準プロセスに従って配線を試作する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ.2.1.4.2 評価サンプルの配線構造と配線試作のプロセスフロー ＜2 層配線＞ 

 

Ⅲ. 2.14.2 応力およびウェーハ反り量の測定方法 

（１）測定装置 

薄膜応力測定装置：FSM900TC-vac(FSM 社製) 

（２）測定条件 

測定波長：750nm 

スキャンサイズ：240mm 

測定温度：室温（25℃） 

〔測定手順〕 

① Low-k 材の成膜前/後で曲率半径を測定する。 

② 図Ⅲ.2.1.4.3 のストーニーの式により、応力(σ)を算出する。 
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③ 同様に、図Ⅲ.2.1.4.3 に記載の通り、反り量(H)を算出する。 

 

〔測定上の注意〕 

2 層配線試作時の応力・反り量を評価する場合、配線加工面で測定するとレーザーが散乱するた

め、ウェーハを裏返して鏡面加工された裏面を使って評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ.2.1.4.3 レーザースキャン方式による応力及びウェーハ反り量測定概要 

 

（３）ウェーハ反り量の UV キュア時間依存性 

   キュア時間の検討幅は評価対象材料により異なるが、30min 程度までキュア時間を振って、UV キュア

時間と積層膜でのウェーハ反り量の関係を把握し単層膜での反り量から考察する。 

（４）2 層配線試作において、工程（プロセス）毎にウェーハ反り量を測定することにより、応力変化の大きな

プロセスとプロセス上の問題点を抽出する。 

 

Ⅲ. 2.14.3 測定結果 

（１）積層膜を用いた UV キュアによる応力および反り量変化 

  図Ⅲ.2.1.4.4 に、E11105 を用いて積層膜を作製し、UV キュアによるウェーハ反り量の変化を調べた結果

を示す。p-SiO や p-SiCN 膜の膜応力は圧縮方向なので、Si 基板上に p-SiO 膜および p-SiCN を成膜する

ことでウェーハは圧縮方向に反る。次に E11105 を塗布し UV キュアすると反り量が引張方向に大きく変化

することがわかる。UV キュア時間に伴って変化量は増大し、3min 以上の UV キュアによりウェーハの反り

は引張方向に変化している。 

 表Ⅲ.2.1.4.1 によると UV キュア時間を長くしても E11105 の膜応力に大きな差が見られないことから、

E11105 の UV キュアにより p-SiCN や p-SiO が変化していると考えられる。 

 

半導体レーザー

レンズ

ミラー

反射レーザー光

入射レーザー光

フォトデテクター(検出部)

ウェハと膜

dz

dx

ウエハ 240mm
スキャン

レーザーでウエハの一直径の
表面プロファイルを測定

〔上から〕 〔横から〕

H

R R
r r

〔半径Rの仮想円〕

①曲率半径の変化量を算出

1 / R = 1 / R2－1 / R1

R1:成膜前の曲率半径、R2：成膜後の曲率半径

②応力算出：
E        D2 1          

応力 =  ----- ---- --- E = Si基板のヤング率
6(1-v)     t       R         v = Si基板のポアソン比

D = 基板厚さ
t  = 膜の厚さ
R  =曲率半径の変化

③反り量(H）の算出

H= R －√R2 － r2

R:曲率半径の変化量
r：基板の半径

ウエハと膜

半導体レーザー

レンズ

ミラー

反射レーザー光

入射レーザー光

フォトデテクター(検出部)

ウェハと膜

dz

dx

ウエハ 240mm
スキャン

レーザーでウエハの一直径の
表面プロファイルを測定

〔上から〕 〔横から〕

H

R R
r r

〔半径Rの仮想円〕

①曲率半径の変化量を算出

1 / R = 1 / R2－1 / R1

R1:成膜前の曲率半径、R2：成膜後の曲率半径

②応力算出：
E        D2 1          

応力 =  ----- ---- --- E = Si基板のヤング率
6(1-v)     t       R         v = Si基板のポアソン比

D = 基板厚さ
t  = 膜の厚さ
R  =曲率半径の変化

③反り量(H）の算出

H= R －√R2 － r2

R:曲率半径の変化量
r：基板の半径

半導体レーザー

レンズ

ミラー

反射レーザー光

入射レーザー光

フォトデテクター(検出部)

ウェハと膜

dz

dx

ウエハ 240mm
スキャン

レーザーでウエハの一直径の
表面プロファイルを測定

〔上から〕 〔横から〕

H

R R
r r

〔半径Rの仮想円〕

半導体レーザー

レンズ

ミラー

反射レーザー光

入射レーザー光

フォトデテクター(検出部)

ウェハと膜

dz

dx

半導体レーザー

レンズ

ミラー

反射レーザー光

入射レーザー光

フォトデテクター(検出部)

ウェハと膜

dz

dx

ウエハ 240mm
スキャン

ウエハ 240mm
スキャン

レーザーでウエハの一直径の
表面プロファイルを測定

〔上から〕 〔横から〕

H

R R
r r

〔半径Rの仮想円〕

H

R R
r r

〔半径Rの仮想円〕

①曲率半径の変化量を算出

1 / R = 1 / R2－1 / R1

R1:成膜前の曲率半径、R2：成膜後の曲率半径

②応力算出：
E        D2 1          

応力 =  ----- ---- --- E = Si基板のヤング率
6(1-v)     t       R         v = Si基板のポアソン比

D = 基板厚さ
t  = 膜の厚さ
R  =曲率半径の変化

③反り量(H）の算出

H= R －√R2 － r2

R:曲率半径の変化量
r：基板の半径

①曲率半径の変化量を算出

1 / R = 1 / R2－1 / R1

R1:成膜前の曲率半径、R2：成膜後の曲率半径

②応力算出：
E        D2 1          

応力 =  ----- ---- --- E = Si基板のヤング率
6(1-v)     t       R         v = Si基板のポアソン比

D = 基板厚さ
t  = 膜の厚さ
R  =曲率半径の変化

③反り量(H）の算出

H= R －√R2 － r2

R:曲率半径の変化量
r：基板の半径

③反り量(H）の算出

H= R －√R2 － r2H= R －√R2 － r2

R:曲率半径の変化量
r：基板の半径

ウエハと膜



 III- 26

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ.2.1.4.4 積層膜を用いた UV キュア時間とウェーハ反り量の関係 

 

そこで Low-k 周辺膜である p-SiO と p-SiCN を UV キュアしてウェーハ反り量を調べた。その結果を図

Ⅲ.2.1.4.5 に示す。P-SiO や p-SiCN も E11105 と同様、UV キュアによってウェーハは引張方向に反ること

がわかる。そして P-SiO のウェーハ反りの変化量は膜厚が厚いこともあり E11105 や p-SiCN に比べて非常

に大きいことから、積層膜での UV キュア時のウェーハ反り量が変化した主要因は p-SiO の引張応力によ

るものであり、E11105 を UV キュアする際に UV が下層の p-SiO まで透過していることが示唆される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ.2.1.4.5 ｐ-SiO および p-SiCN の UV キュア時間とウェーハ反り量の関係 
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（２）2 層配線構造を用いた UV キュアによる応力および反り量変化 

図Ⅲ.2.1.4.6 に E11097 を用いて 2 層配線を試作し、工程（プロセス）毎にウェーハ反り量を調べた結果を

示す。2 層配線を試作する際、Low-k 成膜、Cu メッキ、AL デポ、パッシベーション膜である p-SiN デポの４

プロセスでウェーハ反り量が大きく変化する。ただし、Cu メッキは CMP で、AL デポは etch(wet)で反りが戻

るので、Low-k 成膜と p-SiN デポのプロセスが反り量変化の支配要因である。 

Low－k 成膜プロセスでは、UV キュアの時間による影響が非常に大きい。また、同じキュア時間で M1 層、

Via 層、M2 層の Low-k 成膜プロセスを比較すると、反り量の変化は M1 層＞Via 層＞M2 層であることから、

M1 層の Low-k 成膜プロセスで 2 層配線試作時のウェーハ反り量はほぼ決まっていることがわかる。UV キ

ュアプロセスで反り量が大きく変化する理由は Low-k 膜の下に存在する p-SiO や p-SiCN などの絶縁膜が

UV 透過光によってシュリンクした為と考えられる。 

 図Ⅲ.2.1.4.7 に UV キュア時間が 30min の水準で見られたプロセス上の問題を示す。CVD のステージとウ

ェーハ裏面に隙間ができて、パッシベーション膜の p-SiN デポの原料（ガス）が裏面に回りこんだ現象であ

り、反り量増大により生じた不具合（課題）である。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ.2.1.4.6 2 層配線の工程（プロセス）とウェーハ反り量の関係 
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図Ⅲ.2.1.4.7 長時間キュアで見られたウェーハ裏面への回り込み 

 

＜まとめ＞ 

・UV キュアと膜応力の評価手法について 

図Ⅲ.2.1.4.4 の積層膜での反り量変化から、UV キュア時間が長くなるとウェーハの反り量が引張り方向

に大きく変化することがわかった。また、表Ⅲ.2.1.4.1 に示す Low-k 膜単体のウェーハの反り量ではこの大

きな変化を説明できないこと、及び、図Ⅲ.2.1.4.5 に示す Low-k 膜の下層に存在する p-SiO や p-SiCN が

UV照射により大きく反ることから、本評価によってUV透過というプロセス上の課題が抽出された。そこで、

p-SiO 膜への UV 透過光の影響度を図Ⅲ.2.1.4.4 および図Ⅲ.2.1.4.5 の結果から試算する。まず、図４から

UVキュア前後の反り量変化を抽出し、図Ⅲ.2.1.4.5のp-SiOのチャートから、抽出した反り量変化に相当す

る UV 照射時間を見積もる。その結果、p-SiO での相当照射時間は、UV 短時間キュア（50 秒）では 38 秒、

基準条件（2 分 40 秒）では 1 分 24 秒、長時間キュア（8 分）では 4 分となり、Low-k を UV キュアする際に、

ほぼ半分相当のUVが下層のp-SiOに透過していることが試算された。このようにウェーハ反り量測定は、

下層膜への UV 透過の影響の確認や、UV 透過を抑制するための材料開発、プロセスの改善などに有用

な評価手法と思われる。 

 

・多層配線形成への影響に関して 

2 層配線試作での反り量変化から、ウェーハ反り量変化の経緯と UV キュアの影響度を把握し、CVD デ

ポでの裏面への回りこみという多層配線試作でのプロセス不良（課題）を抽出した。 

今回の結果では CVD デポ時の裏面への回りこみはウェーハ反り量が 170μm 程度で発生しており、多

層配線形成での反り量（応力）コントロールにおける指標の一つと考える。ただし、CVD での裏面への回り

込み不良は UV 透過光による p-SiO の膜シュリンクが最大要因であることから、下層 p-SiO の薄膜化によ

り回避可能と思われる。 

  

UVキュア
30minの水準
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Ⅲ. 2.15 Low-k 膜の空孔率、ポア径評価 

Low-k 材料のさらなる低誘電率化のためには材料組成のみの研究開発では限界があるとみられており、

Micro Pore を導入した Porous 構造によって低誘電率化を実現する方法が提案されている。 Low-k 膜の

空孔（ポア)は膜強度、誘電率、プロセス耐性に相関がある事が知られている。空孔の有無、サイズ、分布

を高精度に測定する評価基準を作成する。 

（１）評価項目 

SAXS 法(Small Angle X-ray Scattering)による Low-k 膜ポア径の測定。  

測定データの比較のためポア径の測定には陽電子消滅・空孔計測法（以下 PALS  Positron Annihilation 

Lifetime Spectroscoy と略す）も用いるほうが望ましい。 

 

SAXS スペクトルの測定 

図Ⅲ.2.15.１に SAXS 測定系を示す。 試料に図Ⅲ.2.15.2 に示したように低角度で X 線を入射させる。この

場合の入射角度は Low-k 膜の臨界角＜入射角＜Si ウェーハの臨界角とする。 Low-k 膜で散漫散乱され

た X 線強度の２θ角度依存性を測定する。 

図Ⅲ.2.1.5.１ SAXS 測定系 

図Ⅲ.2.15.2 散漫散乱測定 

 

測定用 Script 

    装置 Alignment 用   Metrixl alignment V3.3 

    SAXS 測定用     Porosity center with chi 

Cu-anode sealed
tube (2.2 kW)

 EDRa
scintillation
detector

sample

slit

asymmetric
Si(022) CCC

slit

Ｘ線

入射X-Ray
(ω  ＞臨界角、

固定)

　　　　Si基板

散乱X-Ray
(2θscan、0～10°)

空孔
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測定は試料とともに Bare-Si ウェーハ（Low-k 膜なし）での SAXS スペクトルを測定する。これは試料 SAXS

スペクトルに混入している Si ウェーハからの SAXS スペクトル成分を差し引くためである。 

 

（２）PALS 法でのポア径測定結果の比較 

 数種類のLow-k膜を用いてSAXS法とPALS法によるポア径測定結果の相関を調べた結果を図Ⅲ.2.15.3

に示す。 SAXS 法で測定したポア径は PALS 法測定結果に比べ 30％程度小さいことが分かった。評価点

が少ないが SAXS 法測定結果と PALS 法の測定結果には正の相関が認められない。この原因としては両

測定法間で検出対象のポア形態がことなることも考えられる。 この点に関しては今後検討していきたい。  

図Ⅲ.2.15.3 SAXS 法と PALS 法によるポア径測定結果の相関 

 

SAXS-PALS法測定結果の相関

1.6

1.7

1 .8

1 .9

2

2.5 2 .55 2.6 2 .65 2.7

PALS測定結果

S
A

X
S

測
定

結
果



 III- 31

Ⅲ. 2.1.6 単層膜を用いたポアシール効果 

Low-k 材は比誘電率低下のため膜中に空孔を持たせ膜密度を低下させている。 空孔（以下ポアとも記

す）を有する Low-k 材を用いた Cu 配線プロセスにおいては膜表面とともにトレンチ、ビア側壁に空孔が露

出するため、Cu 配線下層のバリアメタルの浸透や大気中の水分、Cu メッキ工程のウェット洗浄液、エッチ

ング時のプラズマガスの浸透などによる比誘電率の増加、TDDB 寿命などの配線信頼度低下が懸念され

る。 これらの問題回避のため Low-k 膜表面の空孔を埋めるポアシール技術が広く評価されている。各種

ポアシール法の効果評価には BEOL(Back End of Line)プロセスから受ける種々の影響を含んだ Cu２層配

線構造試料での電気特性への影響、配線信頼度への影響評価を行う必要がある。各種 Low-k 単層膜に

おける各種ポアシール法の評価法を確立することを目的として実験をおこなった。平成１８年度にプラズマ

CVD 装置をクリーンルームに設置した。この装置は、本助成事業推進のため、NEDO より借用したもので

ある。この装置を用いて各種 Si 系絶縁膜の薄膜形成条件の設定し、独立行政法人、産業技術総合研究所

との技術協力を得て PALS 法（陽電子寿命測定法）による porous Low-k 材料の空孔率、ポア径分布、空孔

の連結性の測定をおこなった。 

Ⅲ. 2.1.6.1 評価項目 

 Low-k 膜への外部からのガス、水分などの侵入を阻止することを目的とし,本基準書では以下の２方式の

ポアシール法を取り上げる。 

（１）Low-k 膜表面を緻密な薄膜で覆い外部からのガス、水分などを阻止する方法 

（２）Low-k 膜表面のスパッタエッチング処理による Low-k 膜表面の緻密化およびスパッタエッチングされ

た物質を Low-k 膜表面に再付着させる方法 

上記２方法のポアシール効果に関し本基準書で評価する項目は以下のとおりである。 

（１）Low-k 膜ポアサイズが外部からの金属浸透阻止能力を評価するための方法評価 

（２）ポアシール膜のポアシール基本性能評価（ポアシール膜のポア径評価） 

（３）ポアシール膜の膜種、膜厚のポアシール効果依存性の評価 

 

Ⅲ. 2.1.6.2 試料作成手順 

（１）試料構造 

図Ⅲ.2.16.1 ポアシール評価用試料の構造（断面構造） 
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（２）ポアシール評価試料の作成手順 

 

図Ⅲ.2.16.2 ＣＡＳＭＡＴ基準プロセスでのＣｕ配線層形成プロセス 

 

図Ⅲ.2.16.3 に Ar スパッタクリーニングによる Low-k 膜表面のポアシール概念図を示す。 

図Ⅲ.2.16.3 Ar スパッタクリーニングによる Low-k 膜表面のポアシール概念図 
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（１）Atomic Layer Deposition 法（以下 ALD と略す）W,TaN を用いた Low-k 膜ポアサイズが外部からの金属

浸透阻止能力に及ぼす影響測定 

 

エッチング・アッシング

ポリマー洗浄

PVDプレクリーン

PVD
メタル
工程

Ta/TaNスパッタ前に行う
プラズマによるクリーン処理

エッチング・アッシング

ポリマー洗浄

PVDプレクリーン

PVD
メタル
工程

Ta/TaNスパッタ前に行う
プラズマによるクリーン処理

PVDプレクリーン処理
   （プラズマ処理）

配線（配線間耐圧測定）

Low-k
改質層

下地P-SiO

Low-kLow-k

下地P-SiO

M1 M1

Low-k
改質層

P-SiO

SiCN

PVDプレクリーン処理
   （プラズマ処理）

配線（配線間耐圧測定）

Low-k
改質層

下地P-SiO

Low-kLow-k

下地P-SiO

M1 M1

Low-k
改質層

P-SiO

SiCN



 III- 33

図Ⅲ.2.16.4 ALD W 膜を用いた Low-k 膜自身のポアシール評価手順 

  

Low-k 膜内に浸透した W, TaN の検出には下記の３種類の測定法を用いる。 

 ・明視野走査透過電子顕微鏡（以下 BG-STEM bright-field scanning transmission electron microscope

と略す） 

・ 高角度散乱暗視野走査透過電子顕微鏡（以下 HAADF-STEM  high-angle annular dark-field  

scanning transmission electron microscope と略す） 

 ・エネルギー分散型Ｘ線分光法（以下 ＥＤＸ energy dispersive X-ray spectrometry と略す） 

 

（２）ポアシール膜のポア径の測定 

ポア径の測定には陽電子消滅・空孔計測法（以下 PALS  Positron Annihilation Lifetime Spectroscoy

と略す）を用いる。 本評価に記載しているPALS法でのポア径測定データは産業技術総合研究所フロンテ

ィア研究部門・極微欠陥評価研究グループ 大平氏から提供を受けたものである。 PALS 法の測定原理、

測定法などに関しては評価基準書「Low-k 膜の空孔解析（SAXS 法、PALS 法）」に記載されている。 

 

（３）ポアシール膜の膜種、膜厚のポアシール効果依存性の評価 

昇温脱離ガス分析（以下 TDS と略す）による Low-k 膜試料からの脱離ガス量の測定行う。 ポアシール

効果の測定手順としては試料外部から水分、金属を浸透させ、その浸透量を測定する方法を用いる。測定

手順を図Ⅲ.2.16.5 に示す。 
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図Ⅲ.2.16.5 TDS 分析用試料の作成方法と測定条件 

 

  

 

Ⅲ. 2.1.6.4 測定結果 

（１）  Atomic Layer Deposition 法（以下 ALD と略す）W,TaN を用いた Low-k 膜ポアサイズが外部からの金

属浸透阻止能力に及ぼす影響測定結果 

ポアサイズが異なる３種類の MSQ 単層膜表面に ALD 法で W,TaN 膜を成膜したときに MSQ 膜中に侵入

した W,TaN の明視野走査透過電子顕微鏡観測結果を図Ⅲ.2.16.6 に示す。 図Ⅲ.2.16.6 において黒い部分

が W,TaN である。 図Ⅲ.2.16.4 から以下のことが分かる。 

①W,TaN 膜のどちらにおいても MSQ 膜のポアサイズが増加するに従って MSQ 膜中への W,TaN 浸透量が

増加する。  

②同一 MSQ 膜の場合、MSQ 膜中への W,TaN 浸透量はプレカーササイズが小さい W のほうが多い。 

上記（１）（２）の測定結果は MSQ 膜中への W,TaN の浸透はポアを介して起こっており、その程度は浸透物

質に対するポアの相対サイズが大きいほど促進されることを示している。 
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図Ⅲ.2.16.6 各種 MSQ 単層膜中への W,TaN の浸透 

 

 ポアサイズが異なる３種類の MSQ 単層膜トレンチ側壁部に ALD 法で W,TaN 膜を３ｎｍ成膜したときに

MSQ 膜中に侵入したW,TaN の明視野走査透過電子顕微鏡観測結果を図Ⅲ.2.16.7に示す。トレンチ部のＭ

ＳＱ層幅は９０ｎｍである。 図Ⅲ.2.16.7 において黒い部分が W である。ＭＳＱ膜のポアサイズが大きくなる

に従いトレンチ部ＭＳＱ膜中へのＷの浸透量が増加しており、これは図Ⅲ.2.16.6 の単層膜での測定結果と

同じ傾向である。 
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図Ⅲ.2.16.7 ＭＳＱトレンチ側壁部へのＷの浸透 

 図Ⅲ.2.16.6,7 の測定結果で観測されたＭＳＱ膜中の黒く見える部分がＷであることを確認するためには、

図Ⅲ.2.16.8 に示したようにＷを浸透させたＭＳＱトレンチ部各部位に存在する元素分析をＥＤＸ法で行うこと

で確認できる。 分析部位は 

  ａ：トレンチ部に成膜したＷ膜部分 

  ｂ：ＭＳＱトレンチ部の表面に近い部分（明視野走査透過電子顕微鏡観測で黒く見えるためＷが存在す

ると考えられる部分） 

  ｃ：ＭＳＱトレンチ部の中央部分（明視野走査透過電子顕微鏡観測で白く見えるためＷの存在が少ない

と考えられる部分） 

の３か所を測定することが望ましい。 
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Ｗ

ＭＳＱ

ＭＳＱ
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図Ⅲ.2.16.8 ＭＳＱトレンチ部のエネルギー分散型Ｘ線分光法（ＥＤＸ）分析結果 

 

 図Ⅲ.2.16.8 に示したＭＳＱ膜のＥＤＸ分析ではＭＳＱ骨格を形成する主成分であるＳｉの特性Ｘ線（Ｋα：

1.740keV、Ｋβ：1.836keV）とともに 7～10keV 領域に弱い特性Ｘ線が観測される。 これらのピークはＷの特

性Ｘ線ピークと同定できる（Ｌℓ：7.388keV、Ｌα：8.398keV、Ｌβ1：9.673keV、Ｌβ2：9.962keV）。 

 Ｗからの特性Ｘ線強度は部位ａのほうが部位ｂより高いことが分かる。 このことより図Ⅲ.2.16.6,7 の明視

野走査透過電子顕微鏡で観察されたＭＳＱ膜中の黒く見える部分がＷであることを確認できる。 

 

（２）  TDS 法によるポアシール効果測定結果 

 図Ⅲ.2.16.9 に Ar スパッタクリーニング処理によるポアシール効果、及び CVD 膜（SIOC、SiCO）によるポア

シール効果を TDS 法により測定した結果を示す。 図Ⅲ.2.16.5 に示したようにポアシール処理を行った試

料を水に浸漬し、ポアシール膜を透過し MSQ 膜に浸透した水分量を TDS 法により測定する。 図Ⅲ.2.16.9

に示したように TDS 法測定ではポアサイズの異なる２種類以上の MSQ に対し TDS 分析を行い各種ポアシ

ール膜のポアシール効果に MSQ 膜ポアサイズが及ぼす影響が評価できるようにすることが望ましい。 

 ポアサイズが小さい MSQ である E11046 ではポアシールを行っていない試料（図Ⅲ.2.16.9 で non seal と

表示）にくらべ、ポアシール用 CVD 膜の膜厚増加により離脱水分量が減少しておりポアシール膜が厚いほ

どポアシール効果が高いことがわかる。 

 一方、ポアサイズが大きい MSQ である E11049 ではポアシールを行っていない試料（図Ⅲ.2.16.9 で non 

seal と表示）に比べポアシール用 CVD 膜厚増加による離脱水分量の減少が少ない。 このことからポアサ

イズが大きな MSQ ではポアシール用 CVD 膜によるポアシール効果が小さいことがわかる。 

 ポアシール法として Ar スパッタクリーニング処理を用いた試料での水分離脱量は測定に用いた２種類の

MSQ において、non seal 試料より多いという測定結果が得られた。 
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図Ⅲ.2.16.9 TDS 法による各種ポアシール方法の評価 

 

Ⅲ.2.16.5 考察 

（１）MSQ 膜の金属、水分阻止能力 

 ある物質中への原子の拡散のしやすさは物質構成原子の周期的ポテンシャルを侵入原子がジャンプし

て乗り越えられる確率で特徴づけられ、フィックの第１法則、第２法則として知られている 1)。比誘電率の低

減のため MSQ 膜には分子骨格に起因した空間とともにこれより１桁以上大きなポアと呼ばれる空間（空

洞）が存在している。 このため分子骨格により形成される周期的ポテンシャルを介しての一般的な拡散現

象とは別にこのポアを経由して MSQ 膜中に外部からの原子、分子が侵入できる。 ここで考えられる外部

からの原子、分子とは MSQ 膜表面に堆積した金属膜原子、あるいは BEOL プロセスによる水分、薬剤、ガ

ス、あるいは保管中の環境雰囲気（大気）である。 これらポアは一部ポア同士がつながって存在している。 

このためポアを介しての MSQ 膜外部の金属原子、各種分子侵入は促進されると考えられる。 

 図Ⅲ.2.16.6～8 でポアサイズが大きな MSQ 膜ほど金属原子の侵入量が多いことは上記機構で理解でき

る。 またプレカーザサイズがＴａＮに比べ小さい W のほうが MSQ 膜への侵入量が多いこともＭＳＱ膜への

金属原子、分子の侵入はポアを介していることを示している。 

（２）ポアシール効果 

 ポアシール法は Low-k 膜表面を MSQ 膜より緻密な膜（ポアシール膜）で被覆したり、あるいは Ar スパッ

タクリーニング時の高エネルギーAr イオンの衝突により MSQ 膜表面を緻密化し、外部からの金属原子、分

子の侵入を阻止する方法である。 外部の金属原子、分子はこのポアシール膜を通過しないと MSQ 膜に

は侵入できない。 これらポアシール膜は MSQ 膜のようなポアは存在したいため、ポアシール膜への金属

原子、分子の侵入機構では述べたポアを介しての侵入ではなく、通常の拡散機構に近いものと考えられ

る。  

 拡散により膜中に侵入する深さ及び侵入量は(拡散定数×拡散時間)1/2 の関数で特徴づけられる。 この

ためポアシール膜による外部の金属原子、分子の阻止能力はポアシール膜の膜厚に比例すると考えられ

る。 図Ⅲ.2.16.9の測定は試料を水に浸漬しポアシール膜を介してMSQ膜に水分を侵入させ、その侵入水
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分量を TDS 分析で離脱水分量として測定した結果である。 測定結果をみるとポアシール膜の膜厚が増

加するに従い離脱水分量が減少しており、このことは上述のメカニズムで説明できると考える。 

 

（３）ポアシール効果の MSQ 膜ポアサイズ依存性 

 BEOL で用いられる Low-k 膜は配線系での時定数による信号遅延を低減するため低比誘電率材料を用

いている。 ポアシールに用いる CVD 膜は MSQ 膜に比べ緻密な膜でなければならないが、このことはポア

シール膜の比誘電率は MSQ 膜に比べ高いことを意味する。 このためポアシール膜を用いることによるポ

アシール膜／MSQ 膜の比誘電率増加を抑えるためポアシール膜の膜厚は薄い方が望ましい。 このため

図Ⅲ.2.16.9 に示した評価ではポアシール CVD 膜の膜厚は８ｎｍ以下と薄膜としている。 

 このような薄いポアシール膜でＭＳＱ膜表面を被覆する場合、その被覆性はＭＳＱ膜のポアサイズの影

響を受けることが予想される。 図Ⅲ.2.16.9 においてポアサイズが E11046 に比べ大きな E11049 でのポア

シール効果の膜厚依存性がすくないのはこの推測の妥当性を示している。 

 

（４）Ar スパッタによるポアシール効果 

図Ⅲ.2.16.9 の測定結果では Ar スパッタでポアシールを行った試料からの水分離脱量がポアシールを行

っていない試料よりも多くなっている。 Ar スパッタによるポアシール法では Ar イオンでスパッタエッチされ

たトレンチ底部の下地膜分子が MSQ 膜側壁に再付着するが、再付着膜の表面は再付着膜内部に比べ粗

であるため試料を水に浸漬した時にこの部分に水分を吸着しやすい。 この水分が TDS 分析での水分離

脱量に含まれるため Ar スパッタ法での水分離脱量がポアシールを行っていない試料からの水分離脱量よ

り多く観測されたと思われる。 

「配線 TEG を用いたポアシール効果の評価」では各種ポアシール法を用いて作成した多層配線 TEG で

の配線間絶縁耐圧を記載している。 多層配線 TEG での配線間絶縁耐圧では Ar スパッタ法を用いてポア

シールを行った試料の配線間絶縁耐圧はポアシールを行っていない試料よりも高い結果が得られており

Ar スパッタによるポアシール法の有効性が確認できる。 

 

＜まとめ＞ 

　PALS 法（陽電子寿命測定法）による porous Low-k 材料の空孔率、ポア径分布、空孔の連結性の測定

をおこなった。その結果、多くの porous Low-k 材料は空孔の連結性が確認された。配線中への Cu イオン

拡散防止のためプラズマ CVD 装置を用いて側壁に Si 系絶縁膜の薄膜を形成し、Low-k 材料配線層の空

孔シールに成功した。 




